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第6章　ワルラス均衡とコァ

　一般均衡分析における最も重要な均衡概念はワルラス均衡である，ワル

ラス均衡は市揚における経済構成員の完全競争性を前提とした概念であり・

その意味で具体的な競争メカニズムはワルラス均衡概念によって明示され

ない．これに対しコア概念は，経済構成鼻の形成するグを一プ（コアリシ

ョンとよばれる）を通しての競争メカニズムを明示し，市揚という取引機

構には依存しない均衡概念である．

　本章とこれに続く第7章において我々，は消費セクターのみかわなる経済

を考え，これら2種類の主要均衡概念について，その相互関係と決定性の

問題を分析の対象としたい。

　本章では，まず第16節において，ワルラス均衡の定義とその意味を簡

単に議論し，続く第17節において，コア概念の定義と意味を問題にする・

第18－21節において，これらの相互関係を詳細に分析するが，本章のハ

イライトは第21節におけるワルラス配分の集合とコアの同値定理である・

非分割財を含む本論の一般均衡モデルにおいてAumann（1964）の同値

定理は必ずしも成立しないが（例18．1参照），第2編，において詳細な分析

を行った集計によるスムージング効果・連続化効果が期待できるような経

済環境においては，同値定理が常に成立することが明らかにされる・

　第22節ではフリー・コミュニケーションを想定する通常のコア概念に

対し，情報節約的コア（in∫ormationally　tight　core）の1つの考え方を

Schmeidler（1972），Groda1（1972）に従って提示する，

　第23節ではHildenbrand（1974）の導入した純粋に競争的な有限経済

列の考え方を説明する．これは第8節において導入したアトムレス測度空

間を経済構成員の母集団として持つ経済の1つの経済学的解釈を与えると
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同時に，有限経済を考える場合の分析用具としても便利である．この節の

内容は本章の他の節からは独立している．

　ワルラス均衡とコアの決定性の間題は第7章において論ずることにした

い。

16．ワルラス均衡

　本編では，第8節で導入したr経済」の定式化のうち，主としてrミク

・経済」の定式化を，分析の出発点とする．したがって，今後は特にこと

わらない限り，r経済」とはrミク・経済」を指すものとする．

　（五，5ゾ，レ）を経済構成員の（アトムレス確率）測度空間，すなわち，経

済構成員の母集団（the　population　of　economic　agents）としよう，先の

定義8。1によれば，経済（an　economy）彦とは条件

　　　　　　　　　　　　五θ伽＜・・

を満足する1つの可測写像彦：（五，論〆，レ）→〃×ρ（ここでθはぎ（α）

＝（Xα，＞α，8（α））によって定まる写像θ＝孟→ρ）である。

　ある経済謬：（』財，即，ッ）→グx9を所与とする．経済彦における配

分∫（an　allocation／forぎ）とは，母集団且から財空間9への可積分

写像∫で

　　　　　　　　　　∫（α）∈x（α），a．e．α∈五

の条件を満たすものをいう．いかなる経済彦が分析の対象となっている

のか前後関係から明白な場合，略して配分∫ということにする．

　経済ぎ：（五，．財，レ）→グ×ρにおける配分∫がフィージブル（feasible）

であるというのは・配分∫を実行するとき番こ要する各財の総量（すなわち

か）曜済躰おける初期保有量の総量（！回を超過しな

いことを意味する．つまり，配分∫が条件
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か≦か

を満足するならば，∫はフィージブルであるとよぱれる．

　古典的に市場均衡（market　equilibrium）もしくは競争均衡（competi－

tive　equilibrium）とよばれる均衡概念を次に導入しよう．

　定義1〔ワルラス均衡〕経済彦：（オ，．財，レ）→ノxρのワルラス均衡

（Walras　equilibrium），（p，∫），とは，価格ベクトルp≠0∈凪と経済ぎ

における配分∫からなる組でつぎの2条件

　（1）　∫（α）∈ヱ）（Xα，＞α，P・8（α），P），a．e，α∈五1

（2）か≦μ1
を満足するものをいう．

　上で定義されたワルラス均衡概念は，周知のように，通常我々がr市揚

（market）」とよぶ一定の取引機構（a　transaction　institution）の存在を

前提とする．市場とは，直接交渉，電信・電話，テレックス，コンピュー

ター，等々のありうぺき情報伝達手段の利用により各種の財の売買が行わ

れるようなアブストラクトな「揚」を指す．このような取引の揚において，

各種の財に対する価格一すなわち，価格ベクトルp＝（p1，…，p‘）一が

一意的に引き合いに出（quote）され，そのもとで財の売買が自由に行わ

れる一すなわち，ゼ財1単位とp‘／プ単位のブ財が自由に交換されう

る一機構（インスティテユーション）を想定するのである．

　すべての経済構成員がこの取引機構に参加しうるとして，市揚における

経済構成員α∈オの行動およびその結果を考えよう．構成員αの消費特

性は経済謬において（Xα，＞α，θ（α））によって与えられる，したがって，

αは彼の予算集合β（Xα，p・8（α），p）富侮∈X（α）lp吻≦p・8（α）｝の中から最

も好ましい消費ベクトルを選択する．こうして価格ペクトルpを通じ各
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経済構成員は分権化された（decentralized）意思決定を行い，その結果各

財に対する総需要量が各財の総供給量を超過しないならば，この状態を経

済彦のワルラス均衡とよぶのである．この均衡概念は，各経済構成員が

市揚における価格ベクトルを所与と考え，他の経済構成員の意思とは全く

無関係に自己の意思決定を行うという行動様式を前提とする．その意味で

ワルラス均衡概念にゲーム論でいう「非協力的概念」（noncooperative

concept）である．

　以上のように，完全に独立した各個人の行動を調整し，体系全体におけ

る無矛眉性（コンシステンシー）を約束する役割は，市場価格によって担わ

れ，る．

　ここで定義1の条件に関し，1つの注意を与えておきたい．条件（2）に

より，定義1のワルラス均衡においては，総需要量と総供給量とが一致す

ることは要請されていない．前者が後者を超過しなければよい．したがっ

て，条件（2）は財の自由可処分性（free　disposability　of　cOmmodities）を

前提としたワルラス均衡の概念を規定していることになる．自由可処分性

の仮定を除去することの困難性については，第7章において触れることと

したい．

　さて，本章の目的はワルラス均衡と，ある意味でその対極的位置にある

均衡概念一コアーとの関係を，本論で導入した一般的な均衡モデルの

中で論ずることにある．本論で取り扱う財空間9が非分割財を含むこと

から，定義1における条件（1）の要請を若干弱め，・以下のような均衡概念

を導入することが有用である．

　先ず任意の（瓦＞，加，p）∈ノXE×微に対し集合

　　　P”（Xl＞，ω，P）＝侮∈B（Xlω，P）1＞（¢）∩Eく（P，妃〃）∩X＝φ｝

を定義し，弱需要集合（weak　demand　set）とよぶことにしよう．需要集

合D（瓦＞，ω，p）は佃∈β（瓦ω，p）1＞（の）∩H≦（p，切∩X＝φ1であるか
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第1図　需要と弱需要

ら，弱需要集合と需要集合の違いはつぎのようになる・ωが需要ペクトル

（つまり，記∈P（瓦＞，ω，p））であれば，予算集合内にのよりも好まれる

消費ベクトルは存在しない．¢が弱需要ベクトル（weak　demand　vector）

（つまり，の∈ヱ）ω（瓦＞，ω，p））であれば，市場価値額が所得水準ωよりも

低い消費ベクトルでのよりも好まれるものはない，た蓬し，市揚価値額

がちょうどωと等しくなるような消費ベクトルでのより、も好ましいもの

が存在することは除外されない．明，らかに．1）（凡＞，Ψ，p）q1）鼠X，＞，了〃，p）

であり，この包含関係は一般に強い意味で成立する．（第1図参照，）
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　定義2〔弱ワルラス均衡〕経済審：（五，瀦〆，レ）→ク×9における弱ワ

ルラス均衡（weakly　Walras　equilibrium），（p，∫），とは，価格ベクトル

p≠0∈砿と経済彦における配分！からなる組で次の条件

（1）∫（α）∈刀切（X（α），＞α，P・θ（α），P），a．e．α∈五1

（2）かレ≦かレ1

を満足するものをいう．

　定義3〔均衡価格ベクトル，弱均衡価格ベクトル，ワルラス配分，弱ワ

ルラス配分〕＠，∫）を経済審のワルラス均衡（弱ワルラス均衡）とする．

このとき，価格ベクトルpを均衡価格ベクトル（equilibrium　price　vector）

（弱均衡価格ベクトル（weak　equilibrium　price　vector））とよび，配分

∫をワルラス配分（Walras　a110cation）（弱ワルラス配分（weak】y　Walras

allocation））とよぶ。経済謬におけるワルラス配分（弱ワルラス配分）

全体の集合を男グ（彦）（努グt。（ぎ））と書く．

　注1文献によっては，弱ワルラス均衡を疑似均衡（pseudo－equih－

brium），疑似競争均衡（pseudo－competitive　equilibrium）とよぶことがあ

る・（例えば，Hildenbrand（1968，1969），Yamazaki（1978b）を参照．）

近似均衡（approximate　equilibrium）とよぶことも考えうるが，余りに

も多種類の近似均衡の概念が文献に見られるため（例えぱ，Starr（1969），

Broome（1972），Hil（1enbrand，Schmeidler，and　Zamir（1973），Khan

（1975）等参照），この用語を避けることにした．．弱ワルラス均衡を疑似均

衡とよぶならぼ，弱需要集合は疑似需要集合（pseudo－demand　set）とよ

ぶことになろう．

　選好関係（瓦＞）から導かれる関係≦に対し

　　　　　　　　　　　≧（¢）＝レ∈Xゆ≦2｝

と定義しよう．このとき，≧（¢）＝cl＞（¢）であり，躍∈D敏ワ（瓦＞，ω，p）

　　　　　　　　　　　　　　　78
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ならば，躍は集合≧（¢）の上で支出を最小化（expenditure　minimizing）

する．

　Debreu（1962）の準均衡（quasi－equilibrium）概念は，つぎに定義され

る準需要集合（quasi－demand　set）．恥に基づいている：

　　　Z）q（Xl＞，ω，P）：＝1）（Xl＞，ω，P）∪｛の∈Xゆ・の＝ω＝minp・X｝

消費集合Xの凸性が仮定されていなけれぱ，準需要の概念は必ずしも有

効な概念とは言い難い．（第2章注7．5を参照のこと．）

17．経済のコア

　ワルラス均衡の概念は，経済が市揚というある一定の取引機構を持つこ

とと，各経済構成員が（市場）価格ベクトルを所与として行動する，という

意味における完全競争性（perfect　competitiveness）とを前提とした均衡

概念である．ワルラス均衡は，経済構成員の行動様式の中に完全競争性を
　　　　　　　　　

内在化させているため，直接，定義により完全競争的な均衡なのである．

　これに対し，ある特定の取引機構を必ずしも前提としない，インスティ

テユーション・フリー（institution－free）な，しかも経済構成員の行動そ

れ自体が完全競争性を前提としないような均衡概念を与えようというのが，

コア概念の1つの考え方である．

　経済のある配分が提示されたとき，もし経済構成員のあるグループが，

彼ら相互間の初期保有量の再配分によって，より好ましい新しい配分を達

成できるとすれば，先の配分は均衡状態における配分とは言い難い．この

考え方において想定されているのは，各経済構員成はより良い配分を実現

させるために，相互の協力を惜しまないという行動様式である，換言すれ

ぱ，「同種の利害関係」を持ったグループを通しての競争を想定するので

ある．

　経済彦：（五，』財，ン）→4×9を所与とするとき，任意のS∈．g〆を経

　　　　　　　　　　　　　　79
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済構成員のコアリション（60α’魏o”of　economic　agents）とよぶ．一般に

σ集合代数』財は，且の部分集合全体ではないが，謬が有限経済であ

ればγは五のベキ集合であるから，コアリション全体は経済彦にお

いて考慮可能なすぺての経済構成のグループと解釈できよう．

　定義1〔改善可能性〕∫：且→9を経済彦；（4瀕〆，レ）→ク×9のある

配分とする，コアリション　S∈5どが配分∫を改善できる（can　improve

upon∫）とは，経済謬のある配分gが存在し，つぎの条件を満足する

ことである：

　（1）9（α）＞α∫（α），a．e．α∈Sl

（2）⑥＞似炉≦か

　コアリションS∈論〆が配分∫を改善できることを，Sは∫をブロッ

ク（阻止）できる（can　block∫）と言うこともある．ただし，Sが∫をブ

・ックできると言っても，S以外の構成員，すなわちムS∈』財，の行動

を何らかの形で阻止（プロック）するという意味は全くないので注意する

必要がある．

　定義2〔経済のコア〕経済審：（オ，∬，レ）→グx9におけるフィー

ジブルな配分のうち，．ヅにおけるいかなるコアリションもそれを改善で

きないようなもの全体を経済彦のコア（core）とよぴ，これを留（ぎ）と

書く．留（彦）に属する配分∫をコ7配分（a　core　allocation）とよぶ．

　前節で指摘したように，すぺての財が必ずしも完全分割可能財ではない

ような財空間ρにおいて均衡配分とコア配分との関係を分析する場合，

均衡配分全体の集合をやや“膨らませ”て，弱均衡配分の概念を用いる．と

便利である．同様にコア概念の場合も，“改善できる”条件を強めること

により，コアよりもやや拡大された集合を導入することにしたい．言わば，
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コァリションS∈』財が“ゆとり”を持って与えられた配分を改善でき

ることを要請するのである．

　定義3〔強改善可能性〕∫：且→ρを経済謬：（オ，諌〆，レ）→ノ×9の1

つの配分とする．コアリションS∈ノが配分ノを強く改善できる（can

strongly　improve　upon∫）と1ま，経済彦における配分gが存在し，以

下の2条件を満たすことである：

　（1）9（α）＞α∫（α），a，e，α∈Sl

（2）レ（s）＞嘱ゆくか

　この“強改善可能性”の定義に基づいて，コア配分全体の集合よりもや

や大きい“弱コア”を導入する．

　定義4〔経済の弱コア〕経済彦：（五，⑲〆，レ）→ク×9におけるフィー

ジブルな配分のうち，』財におけるいかなるコアリションもそれを強く改

善できないような配分全体を経済ぎの弱コア（weak　core）とよび，こ

れを留”（彦）と書く．留ω（彦）に属する配分∫を弱コア配分（a　weak

coreallocation）とよぶ．

　一般に留（雰）⊂留涙彦）　が成立することはコアと弱コアの定義から

明白である．しかもこの包含関係は強い意味で成立することを下の例が示

している．

例1ρ：＝Z2，X＝Z旱（ZF｛…，一2，一1，0，1，2，…｝，Z＋＝｛0，1，2，…｝），6。潭

（1，3）とし，第1図に示された破線と消費集合Xとの共通集合を無差別

曲線として持つ選好関係を（瓦＞）としよう．（五，論〆，レ）をある任意の

アトムレス確率測度空間とし，各α∈且に対し

　　　　　　　　　　　彦（α）＝（瓦＞，θo）

と定義する（彦はコンスタント・マップ）．∫（α）＝80によって経済ぎの
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配分∫一（∀α∈五）∫（σ）＝80

配分9一（∀α∈且1）9（α）＝θ11

　　　　　（∀α∈且2）9（ω）＝θ2。

　　∫∈留（ぎ）1

　　9∈9”（ぎ），9∈『（彦）

　　第1図コアと弱コア

配分∫：五→ρを定義すれぱ，∫∈留（彦）である．θ、＝＝（0，4），82＝（2，2）と

置き，ム，為∈』財を且1∩且2＝φ，ムu112＝五，レ（且‘）＝1／2（乞＝1，2），とす

る．写像g：五→‘2，を

　　　　　　　　　　　　　9（α）＝＝θ1，α∈ム

　　　　　　　　　　　　　9（α）＝θ2，α∈且2

によって定義すれぱ，gは経済彦の配分であり，かつ，g∈留底彦）であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　82
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る。しかし，gは，例えぱコアリションムによって改善され’る（配分∫

を用いる）から，g申彩（謬）である．

　本節の最後にコア概念に関し幾つかの注釈を加えることにしたい．㌔

　第1は，先に説明した経済構成員の行動様式に関する仮定についてであ

る．ゲーム論的視点からすれぱコアは協力概念（cooperative　concept）に

基づいた解概念である．しかし，ここで注意に値するのはEdgeworth

（1881）によるコアの説明である．彼は最終的な財の配分を経済構成員閲

の一連の契約（contract）の帰結によるものとして説明した．したがって，

Edgeworthの観点からすれぱ，所与の配分を改善できるコアリシ日ンは

コアリシ日ンに属する経済構成員全員の協力によって形成されるというよ

り，むしろ，ある特定の経済構成員が自らの利益をねらって，他の構成員
　　　　　ほ　　　　　　　　　　　　

の自発的参加の下に，種タの契約もしくは再契約を取りまとめた結果に過

ぎないのである．したがって，いかなる構成員も自己の利益のために自由

に契約や再契約を締結することが許されるならぱ，あるコアリションによ

って改善可能な配分は，契約および再契約が可能な経済においては，必ず

改善されることになる．以上の考え方からすれぱ，コ．ア概念は非協力的概

念となり，一般に指摘される程，協力概念と非協力概念の差は明確ではな

いことになる．

　第2は，ワルラス均衡概念が取引機構を明確にする必要があるのに対し，

コア概念はインスティテユーション・フリーである点についてである．コ

アは経済構成員の消費特性に関するデータのみから（もちろん，生産経済

においてはこれに生産技術に関するデー．タが加わるが），最終的な配分を

決定できるのであ．る．取引が行われるインスティrテユーショナル・フレー

ムフークからコア概念が独立しているということは，ゴア概念を魅力的に

していると同時に，その1，2の欠点を浮き彫り・にする，その1つ1は．Mas－

　　　　　　　　　　　　　　83，
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Colell（1982）によって指摘されている次の点である．取引機構が抽象化

されているがゆえに，各コアリションによって提案されてくる再配分に関

するフィージピリティーは，すぺての財に対するフィージビリティーを同

時に考慮した時のものである．このことは，1つの経済の中に無数の全く

異なる部分経済を考え，それら部分経済における競争を通して経済全体の

競争が機能していることを意味することになる．その2は，生産経済にお

いては，取引機構を特定化しない経済はかなり特殊化したものにならざ

るを得ない点である・この点については再度第8章で議論することにした

い．

　第3は，コア概念の要請する情報量の問題である．ワルラス均衡概念が

各経済構成員に要請する情報は価格ペクトルに関するものだけである．こ

れに対し，コア概念を協力概念と理解すれば，コアに属する配分が達成さ

れるには，各コアリシ日ンに属する構成員の少くとも一人が他の構成員の

選好関係およぴ初期保有量を知っているか，さもなければ，構成員同志の

コミュニケーションによって相互の選好関係およぴ初期保有量を伝達する

必要がある．そのため一般にはコア概念がイントリンシックに要請する情

報量はぱく大である．

18．ワルラス配分とコア

　市場における経済構成員間の競争が完全に行き着いた状態を描写してい

るのがワルラス均衡である．コアは取引機構から独立した競争的状態にお

ける配分を描写しているのであるから，ワルラス配分がコア配分になって

いることは直観的に理解できよう．この直観的理解は，弱ワルラス配分と

弱コア配分に対しても正しいことがこの節で確認される．

　これに反し，コア概念によって定義される競争状態が，経済構成員母集

団の人口の増大とともに，ワルラス均衡において想定される完全競争状態
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に近づくかどうかは，より詳細な吟味を要する．

　命題1〔ワルラス配分とコア，弱ワルラス配分と弱コア〕彦：（五，』財，

シ）→4xρを任意の経済とする。このときつぎの諸性質が成立する．

　（1）勿グ（彦）⊂留（彦）

　（2）努グψ（ぎ）⊂留ω（雰）

　証明　（1）∫∈刎（審）とする，仮に∫年留（彦）であったとしよう．

そうするとコアの定義から，レ（S）＞0なるあるS∈』財と経済彦におけ

るある配分g：且→ρに対し，条件

　（i）9（α）＞α∫（α），＆亀α∈Sl

（ii）五9伽≦か；

が成立する．

　（i）およぴ∫がワルラス配分であることから，ある価格ベクトルp∈激

について条件

　　　　　　　　　po9（α）＞po8（α），　灸亀α∈S

が成り立つ．よって，

　　　　　　　　　ル9⑭）伽＞ル㈱

となり，

　　　　　　　　　炉炉＞瞭伽

を得るが，これは（ii）に反する．

　（2）∫∈彰グ底ぎ）とする．仮に∫∈留択彦）であったとしよう．そう

すると弱コアの定義から，レ（S）＞0なるあるS∈．γと経済謬における

ある配分g沼→ρに対し条件

　（i）9（α）＞α∫（α），亀e．α∈S；
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（ii）炉くか1

が成立する．

　（i）およぴ∫が弱ワルラス配分であることから，ある価格ベクトルp≠

0∈鼠に対し条件

　　　　　　　　　P。9（α）≧P。θ（α），　αe．α∈呂

が成り立つ．よって，

　　　　　　　　　　　P・か≧P・か

を得るが，これは（ii）に反する．圏

　財空間ρががに等しくない場合，つまり，すぺての財が完全分割可

能財であるとは限らない場合，Aumann（1964）の命題一ワルラス配分

とコア配分の集合の同値定理一が必ずしも成立しないことは，つぎの第

19節において示される．したがって本節では，“古典的”Aumannの同値

定理を，追加的諸条件を仮定することなく，より一般的な財空間ρの下

で修正することを試みたい．修正された同値定理は，ワルラス配分の集合

とコア配分の集合それぞれを膨らませることによって得られる同値定理で

ある．

　定理2〔弱ワルラス配分の集合と弱コアの同値定理〕彦：（且，論〆，レ）→

グ伽x9をある経済とすれぱ

　　　　　　　　　　　彰グ”（彦）＝留匂。（彦）

が成立する。

　証明　命題1の（2）が成立するから，

　　　　　　　　　　　留”（彦）⊂彫グ”（9）

の成立することを示せばよい．そこで，∫∈留試彦）としよう．各α∈五に
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対し

　　　　　　　　　＞α（∫）：＝侮∈xα1¢＞♂（α）L

　　　　　　　　　　　ψ（ω）・＝＞α（∫）一θ（α）

を定義する（第1，2図参照）．選好関係（Xα，＞α）の局所非飽和性により

＞。（∫）≠φとなるから，ψ（ω）≠φが各α∈且について成り立つ．対応α

，→＞。（∫）をFとする．すなわち，

　　　　　　　　　F；＝｛（ω，の）∈且×91の＞げ（α）1

とすれぱ，Fは可測である．つぎに，集合σを

　　　　　　　　θ＝｛（罵＞，躍，四）∈グxgx9ゆ＞切

によって定めると，系4・3によりσはBore1集合である．ここで写像g：

・4X‘2→9X‘2×ρを

　　　　　　　　　（α，の）→（Xα，＞α，劣十θ（α），∫（α））

　0

　　　　＞αの3＝｛の∈XI¢＞α∫（α）1

第1図∫（α）よりも好ましい消費ペクトルの集合

　　　　　　　　　87
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第　2図

と定義すれば，彦の可測性からgは可測写像となり，しかもψ＝g－1（σ）

となることが容易に確認できる．ゆえに，ψ’は可測である．，

　つぎに，下記の主張が成立することを示そう．

主張五殉　

　対応　Ψ：且→ρをΨ（αンニc1Ψ（α）　によって定義すれば，選好関係

（Xα，＞α）の局所非飽和性により，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
　　　　　　　　　（∫（α）一8（α））∈ψ（ω），＆亀α∈オ，

である．孟から9への対応Eを

　　　　　　　　　丑（α）＝Ψ（α）∩z▽（∫（α）一8（α），7）

によって定義しようf’ごこでN（∫（α）一θ（α），γ）は，中心∫（α）一θ（α），半

径γ＞0の開球である．a漁α∈五，ノ（α）一θ（α）∈ψ（ω）だから，π（ω）≠φ

亀e．α∈』となる．対応Ψおよぴ写像く／一θ）の可測性から対応Eの

　　　　　　　　　　　　　　　　88
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可測性が従う．したがって，可測選択の定理（数学注8．4）により，戻α）

∈E（σ）a．亀α∈且なる可測写像ん：．4→ρが存在する．写像（∫一θ）は

可積分だから・んもまた可積分である・ゆえに・五ん伽∈かdりとなり・

主張が証明された．

　そごで，つぎに，がの部分集合Zを

　　　　　　　　Z一∪｛加S∈卸（S）＞・｝

によって定義しよう．

　　　　　　擢一＝＝｛記＝（¢1，…，¢‘）∈酬（∀ブ）〆＜ol

と置き，

　（1）　Z∩E三＿＝φ

を示そう．仮に，これが成立しなかったとしよう．そうすると，あるS∈

瀕〆，坂S）＞0，とある可積分写像g：五→ρに対し

　　　　　　　　9（α）一θ（α）∈ψ（α），亀亀α∈局

が成立し，同時に

　　　　　　　　　　　五（9一）　疏

となる．この後者は

　　　　　　　　　　　五9伽くか

を意味するから，コアリションS∈γは配分∫を強く改善できることに

なる．これは∫が弱コア配分であったことに反する。

　測度空間（且，一財，レ）はアトムレスであるから，集合Zは凸集合であ

る．（数学注8。6の（3）参照．）したがって，上の（1）とMinkowskiの

分離定理により，あるベクトルp≠0∈がに対し

　（2）z⊂π≧（P，o）1

　（3）RL⊂E≦（P，o）；
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が成立する（第3図参照）．
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第3図
　ここで，ベクトルpは実際にはp∈璃であることに注意しよう．な

ぜならば，p＝（p1，…，プ）としたとき，もしゲ＜0ならぱρ・2＞0となる

z∈ELが存在し，（3）に反するからである．

　（2）より，すぺてのS∈5ゾについて

（4）かdレ⊂π≧勉・）

が成立する．さらに（4）は条件

　（5）灸乾α∈オ，Ψ（α）⊂H≧（P，o）

の成立を保証することを以下で示そう．そのため，集合M＊を

　　　　　　　　　M＊＝＝｛α∈且1ψ（α）⊂π≧（P，o）1
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によって定義すれば，丑f＊∠M（＝（κ＊慨）∪（ルf概掌））がレ零集合となるよ

うなM∈論〆が存在する．実際，数学命題7．3より写像

　　　　　　　　　　　　胆infp・ψ（α）

は．∫ど・一可測（」ゾ，は．財の完備化）である．したがって，

　　　　　　　　｛α∈且10≦infp・ψ（α）｝∈』財．

が成立するが，この左辺の集合はM＊に等しい．よって，可測集合κで

M＊∠Mがレ零集合になるものが存在する．

　（5）が成立しなかったと仮定してみよう・上の議論から集合忽率を可

測集合胚で置きかえれるから，レ（0）＞0なるあるコアリション0∈論〆

に対し条件

　　　　　　　（∀α∈0）（ヨ乞（α）∈ψ（ω））～（α）∈πく（P，0）

が成立する．ここで写像z：0→9が可測となるように点2（α）を選択す

ることができることを示そう．各α∈0に対し

　　　　　　　　　　　1（α）＝＝Eく（P，0）∩ψ（α）

と置けば，～（α）∈1（α）だから1（α）≠φである，対応Ψは可測だから

　　　　　　　　　　　　1∈』財⑭留（9）

が成立する．よって，可測選択の定理から

　　　　　　　　　　ん（α）∈1（の，灸e．α∈o，

を満足する可測関数ん：0→ρが存在する．そこで，S∈』財，S⊂0，レ（S）

〉0，を満たすSを適当に取り

　　　　　　　　　　　　　　か

が定義されるようにする。1（α）の定義から

　　　　　　　ん（α）∈Eく（♪，0）∩ψ（α），a．e，α∈③

であり，これは

　　　　　　　　　　　五伽臨・）
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を意味するが，（4）の成立していたことと矛盾する．これで（5）が証明

され，た．

　選好関係（Xα，＞α）の局所非飽和性から

（6）∫（α）一θ（α）∈c1ψ（α），，賦α∈4

である．したがって，（5）より

　　　　　　　∫（α）一θ（α）∈伍（P，o），亀¢α∈且

が成立する．

　今仮に，ある可測集合S，レ（S）＞0，に対し

　　　　　　　∫（α）一（α）∈H〉（P，o），灸亀α∈s

であったとしてみよう．そうすると

　　　　　　　　　　P・（か善伽）＞・

となるが，これ，はp∈14，p≠0，かつ

　　　　　　　　　　　加≦五・伽

であったことと矛眉する．

　したがって，

　（7）　∫（α）一θ（α）∈π（裟，0），乱e．α∈五，

でなけれ．ばならない．（5）と（7）から

　　　　　　∫（α）∈D切（Xα，＞o，P・θ（¢），P），亀亀α∈且，

が帰結される．ゆえに，∫∈彰グ試雰）である．■

　定理2で示された弱ワルラス配分の集合と弱コアの同値定理を，ワルラ

ス配分の集合とコアの同値定理へと拡張することは一般にはできない．事

実，下に示す例1において，彫グ（彦）＝φ，留（彦）≠φが成立し，したがっ

て，勿グ（ぎ）≠留（9）である，

　例1〔ワルラス配分の集合とコアとの不一致〕9：＝RX｛…，一2，一1，0，
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価格消費曲線

1
4

第4図

1，2，…L　X＝＝ρ∩羅，F（2，2）とし，選好関係（溝＞）は第4図における

破線とXとの共通集合を無差別曲線として持つような（菰＞）とする．

（オ，．財，レ）は任意のアトムレス確率測度空間とし，経済ぎ：（五，」ど，レ）

→クxρを次のように定める。すなわち，すぺてのα∈五に対し彦（α）

＝（瓦＞，6）とする．謬は各構成員が同一の消費特性（罵＞，8）を持つよ

うな経済である・この経済における各構成員の価格消費曲線は，第4図に

示されている通り，p1／ゲ＝1となる価格ベクトルpニ（p1，p2）において上

半連続性を欠き，その結果ぎの総（もしくは平均）超過需要はoペクトル

を通過しないことが簡単に確認できる．よって，グ（彦）＝φである．これ

に対し留（ぎ）≠φなることをつぎに示そう。ん，五，をオの任意の可測分

割（つまり，且＝五1∪且2，■1∩五2＝φ，．41，五2∈瀦〆）で，レ（∠1）＝レ（孟2）篇0，5

を満たすものとしよう・このとき，写像∫：且→9を
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　　　　　　　　　　　∫（α）＝ニ（O，4），α∈五11

　　　　　　　　　　　　　；＝（4，0），α∈滋21

によって定義すれば，∫は経済彦におけるフィージブルな配分である，し

かも，いかなるコアリションS∈」ども配分∫を改善できないことが確

認できる．よって，／∈留（彦）となる．この例においてρ＝R2とすれぱ，

上で定めた配分！はコアリシ日ンんによって改善されるようになり，

∫∈留（彦）となることに注意しよう．したがって，∫がこの例で，コアリ

ションによって改善され得ないのは財の非分割性によるのである．

19．凸の財空間と同値定理

　すぺての財が完全分割可能財であれぼ，前節の例1におけるようなワル

ラス配分の集合とコアとの不一致は一般に生じない．この種の主張は

Edgeworth（1881）の古典的命題を最もエレガントな形で述ぺたもので，

Aumann（1964）によって最初の厳密な定式化が与えられた。元来，一般

均衡論モデルヘの測度論的接近が導入されたのも同値定理を証明するため

であった．

　本節ではAumannの定理（1964）をHildenbrand（1968，1970b）によ

る一般化の方向で拡張したものを証明することにする．Aumann自身の

定理と比較すれぱ，財空間ρの凸性のみの仮定で良い点，消費集合は瑛

に限る必要はなく，さらに，経済構成員によって異なる消費集合であって

よい点，選好関係の単調性の代わりに局所非飽性を仮定する点，等が改良

されているところである，

　定理1財空間9は凸集合であり，経済謬：（且，』財，レ）→ク伽x9は

下の条件［1］あるめは［2］を満足するものとする1

　［1］Xα＝砿，8（α）∈激＋，a。e，α∈4
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　［2］　（i）　a．亀α∈温，Xαは9の凸部分集合；

　　　　（ii）か∈int∫Xdレ（ここでXlま謬によつて定められる

　　　　　　可測対応ω→Xαを表す）；

　　　　（iii）〔既約性（lrreducibility）〕レ（五悟）＞0，ゼ＝1，2，なるオの任

　　　　　　意の可測分割｛ん，且2｝および，経済彦の任意のフィージ

　　　　　　ブルな配分∫に対し，

　　　　　　五¢髄孤摩五｛釧の＞漁）｝伽

　　　　　　を満たす配分ん：且→‘2が存在する．，

　このとき経済ぎにおいて

　　　　　　　　　　　　彫グ（彦）＝霧（彦）

が成立する．

　証明　命題18．1の（1）より彫グ（謬）⊂留（彦）である．したがって，’

　　　　　　　　　　　　留（彦）⊂男グ（彦）

を示せばよい．コアおよぴ弱コアの定義より

　　　　　　　　　　　　留（謬）⊂留”（彦）

が成立しているから，定理18．2より

　（1）　留（雰）⊂彫グω（彦）

を得る．よって，今，∫∈彩（彦）とすれぱ，（1）はある価格ペクトルp≠0

∈蹴に対し，つぎの2条件；

　（2）∫（α）∈D切（Xα，＞o，P・θ（α），P），a．e．α∈∠41

（3）か≦乃伽1

が成立することを意味する，ここで，

（4）鍛α∈五，P・8（¢）隼ら（xα）⇒∫（α）∈ヱ）（ろ，＞α，P・θ（α），P）

であることを示そう，（2）が成り立っているから，今，p・8（α）年ら（Xα）

かつ∫（α）∈1）武X。，＞α，p・θ（α），p）であると仮定しよう．p・θ（α）隼」，（Xα）

　　　　　　　　　　　　　　　95



　　　　　　　　　一橋大学研究年報　経済学研究　26

であるから，任意の2∈Xα∩E（p，p・8（ω））に対し，Xα内の点列（2伽）πで，

2π→2かつ各πについて宕η∈丑＜（p，p・θ（α）），なるものが存在する。∫（α）

は弱需要ベクトルだから，各πに対して

　　　　　　　　　　　　　zπ〉げ（α）

が成立する．したがって，選好関係（Xα，＞α）の連続性から

　　　　　　　　　　　　　z》α∫（α）

を得る．ゆえに，1

　　　　　　　　　∫（α）∈D（xα，＞α，P・θ（α），P）

である．これで（4）が証明された．

　（4）が成立しているから，∫∈勿グ（ぎ）を帰結するためには

　（5）臥亀α∈孟，P・θ（ω）年Jp（xα）

を示すだけでよい。

　経済審が［1］の条件を満たす場合すぺてのα∈五について

　　　　　　　　　　　　Jp（Xα）＝｛0｝

である．よって（5）が成立するのは明白である。

　経済ぎが［2］の条件を満足する揚合を考えよう・Xαは凸集合だから

　　　　　　　　Jp（Xα）＝｛ω∈Rlω＝inf　p・Xo｝

であることに注意しよう．実際，

　　　　　　　　　　　　Jp（Xα）⊃右辺

であることは明らかである．他方，¢∈Xαかつp甥＞infp・Xαとすれば，

p・乞〈p・¢を満たす～∈Xαが存在する．各π＝1，2，…に対し

　　　　　　　　　　　銅一（壱＞＋（・一壱ン

と置けば，消費集合Xαの凸性から，各πについて，3π∈Xαおよぴp・2π

＜p吻が成立し，定義から砺→のである．ゆえに，∬∈砺（X。）である。

この議論はp・の往」，（X、）なる任意の〆∈XG∩丑（p，p・¢）に対して成立
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する．よって，Jp（λアα）⊂右辺　が証明された，

　オの部分集合S＊を

　　　　　　　　　S＊＝＝｛α∈刈P。θ（α）＝infp・毛｝

によって定義する・（5）を示すにはS＊がンー零集合であることを証明す

ればよい、集合S＊は⑲〆。一可測だから，あるS∈論〆に対し，S＊∠Sは

ナ零集合となる．我々は

　　　　　　　　　　　　　　レ（S）＝0

となることを示したい・仮にレ（S）＞0であったとしよう．

（6）P・ 一鴻inf働一infp・かレ

が成立するから，

（7）P・ （8－X）伽≦・

を得る。オの可測分割｛ム，』2｝を

　　　　　　　　　　　　且・＝S，五2＝11、S

によつて定めれば・五　就駕レが条禰成立しているから，

レ（山）＞0，腸1，2，である．よって，経済穿の既約性により，ベクトノレ

2∈Rεで

　　　　　　2∈五（θ一x）似

　　　　　　3＋かン∈五｛測の＞砿κω肋

を満たすものが存在する，したがって，為から9への写像gで

　　　　　　　　　9（α）＞α∫（α），乱e．α∈五21

　　　　　　　　　五1伽・＋五鰍

を満足するも④がある。集合為の定義および（4）から
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　　　　　　　　P・9（α）＞P・∫（α），a・軌α∈五2，

が成立する．ここで（7）を用いると

　　　　　　　P・かレ〈P・かレーρ・～＋P・五洞り

　　　　　　　　　　　≦P・かり

を導出できるが，これは矛眉である。

　ゆえにレ（S）ニ0でなければならない．したがって，集合S＊は蹉零集

合である．圏

　上記定理1の条件について幾つかのコメントを与えることにしよう，ま

ず，条件［1］の場合，Aumann（1964）におけるように選好関係の単調

性（monotonicity）（つまり，任意の¢∈Xに対し激＋灘⊂＞（z）が成立

すること）が仮定されれぱ，あるいは単調性よりもやや弱く，選好関係（瓦

＞）の弱デザィアラピリティーが仮定されれば，θ（α）∈R無に代えて，よ

リアクセプタブルなθ（α）∈鵡の下で定理が成立する．その理由は，選好

関係の単調性もしくは弱デザィアラビリティーが仮定されれば，凸集合の

分離定理によってその存在が保証される価格ベクトルp∈蹴はR無に

属することになり，したがってθ（α）＝0であったとしてもバα）∈1）ψ（Xα，

＞α，p・8（α），p）⇒∫（α）∈D（Xα，＞α，p，8（α），p）が成立するからである．

　［2］の条件は［1］と比較し，各経済構成員の消費集合に関する制約を

大幅に緩和している．さらに，［1］においてはθ（α）∈X（α）が要請されて

いるのに対し，［2］ではこれが条件（ii）と（iii）に弱められている．θ（α）

∈X（α）を要請することの経済学的意味は，各経済構成員は経済活動に従

事しなくとも自らの生命を維持できるということであり，経済現象の分析

にあたりこの種の強い仮定は好ましくない．

条件（ii）五　int五X4レの意味は・　2種類の条件に分離して考
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える方が理解しやすい・第・の条件はint 　≠φということである．

これは，財空間の各座標が代表するすべての財は，必ず経済全体の無視で

きないような割合の人々によって，消費の対象とされることを意味する．

したがって，この第1の要件は我々が経済問題を考察する上での制約には

な　　眺もしint Xdンーつ　す繊int 　
は凸集合だからそれを含む最小の線型部分空間Lを考え，五と財空間9

との共通部分を改めて財空間9と害き直した上で，分析を進めれぱよい

からである・第2の条件は・総初期保有量かレがμソの内点になる

ということである．これは考察の対象となるあらゆる価格ベクトルpの下

で経済の平均所得水準が生命を維持できる水準以下にはならないための要

件である．生産セクターを分析の枠組の中に入れ．ないうちは，この種の要

件は奇異に見えるが，生産技術を考えた枠組の中で解釈すれ’ば，技術が十

分に生産的（productive）であるという要請に対応するものである．

　条件（iii）の既約性（irreducibility）の意味はつぎのように理解できる．

ノを任意のフィージプルな配分としよう．経済構成員全体，五，をどのよ

うに分割しようと，一方のグループんに属する構成員は，自己の生命を

維持できる水準に消費量を保ちつつ，他方のグループ五、に属するすべて

の構成員が配分ノによって与えられる消費水準よりも好ましい消費水準

に達するよう，んの初期保有量の一部を為に与えることができる．

　既約性の条件が満たされる揚合と満たされない揚合の例をエッジワー

ス・ボックス・ダィアグラムを用いて表現すれぱ，第1図と第2図のよう

になる、左下隅の0且と右上隅の02は，任意の配分gに対し，グルー

プんと現への集計された配分

　　　　　　　　　　　　五9硯五ゆ

を計る原点を示している、箱の大きさは，
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　　　　　　　　　第1図　既約性が満たされる場合

　　　　　　　　　　　　ξ一（銑ゲ）一五θ伽

によって与えられる．あるフィージブルな配分∫を所与としよう．図中の

点δ，ノはそれぞれ

　　　　　　　　　　　　　　σ一五ぬ

　　　　　　　　　　　　　　弄一かレ；

である．

　配分んに対応する点庵も同様に定める．図の陰影部は集合

　　　　　　　　　　　五
　　　　　　　　　　　　　｛ω∈xα1の＞α∫（α）｝伽

　　　　　　　　　　　　2
を示す．2：二万一δとし，ベクトル2によって配分んを指定する．第1図

によって表現される経済の揚合，2を図のように定めれば既約性の条件中
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第2図　既約性が満たされない揚合

の要請は満たされる．第2図の揚合，箱の中でこの要請を満たし得ないか

ら，経済は既約的ではない．

　以上の議論から理解できるように，経済が既約性を持つか否かは，選好

関係と初期保有量分布の双方に依存している．定理1の条件［1コは［2］

の要件を満たしているから，［2］の特殊ケースである．［1］の条件を特に

述べた理由は，既約性の条件が選好関係の性質から独立した形で表現され

るとすれば，［1］のようになることを強調するためである，経済学的観点

からは［2コの形の条件の方が好ましいと言えるであろう．

20．初等的財空問と同値定理

　前節ではすべての財が完全分割可能である揚合を採り上げ，コア配分と

ワルラス配分の同値定理一Aumannの定理一を証明した．しかしな

がら，この定理が一般に非分割財を含む財空間に拡張され得ないことは，
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例18．1において確認した通りである．

　例18．1の状況を詳しく眺めてみよう。この例においてコアとワルラス

配分の集合が一致しないのは，ワルラス配分が存在しないにもかかわらず

コア配分は存在するからである．ワルラス配分が存在しない理由は，経済

の総（超過）需要が財の非分割性により（第1種の）不連続性を持つことにあ

った．

　ところで，定理18，2ではコアとワルラス配分の集合の双方を少々拡大

し，弱コアと弱ワルラス配分の集合の間で同値定理が成立することを調べ

た．

　では，コア概念を修正することなく，ワルラス均衡概念の変更のみで，

コアと一致するような均衡配分の集合は考えられないだろうか、この問い

に答えるのが本節の目的である，

　このような均衡概念は，明らかにつぎの2つの要件を満たさねばならな

い．第1は，弱ワルラス均衡と同様に，財の非分割性によりその上半連続

性（第1種の連続性）を阻害されないような“需要対応”によって定義され

ること，第2は，弱ワルラス均衡よりやや制約された均衡概念であること・

　上の要件を端的に満足する均衡概念を導入する目的から，本節では非常

に根本的な非分割財の形を考えたい，したがって，つぎに財空間に関する

1つの概念を導入しよう．

　定義1〔初等的財空間（Elementary　Commodity　Space）〕財空間ρが

　　　　　ρ＝Z二一1×E　（Z：ニ｛…，一2p－1，0，1，2，…｝）

の形に書けるとき，ρは初等的（elementary）であるとよばれる．換言す

れば，初等的財空間は（z－1）個の純粋非分割財と1個の完全分割可能財か

らなる．（例1．1の（2）および図1．2を参照せよ。）財空間ρが初等的であ

るとき，第己番目の財を完全分割可能財とする（乙∈9易）。
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　定義2〔弱正ワルラス均衡，弱正ワルラス配分〕　9を初等的財空間と

し，ぎ：（4，」ど，レ）→クx9を任意の経済とする・（p，プ）を経済ぎの弱

ワルラス均衡とするとき，もし価格ベクトルp＝（p1，…，p巴）がp‘＞0の条

件を満たすならぱ，（四，∫）を弱正ワルラス均衡（weakly　positive　WalraS

equilirium）とよぶ。（ρ，∫）が弱正ワルラス均衡であれぱ，配分∫を経済

彦の弱正ワルラス配分（weakly　positive　Walras　allocation）といい，そ

の集合を男グ駁彦）と書く．

定理・〔弱正ワルラス配分の贈と・アの同値魍〕ρを初等的財空

間とし，彦：（五，」ど，レ）→ノ伽，。醐×9はつぎの条件を満たす任意の経済

とする；

（1）Xα一瑳∩ρ・θ君（α）＞・，（ヨ哲＞・）［θ（α）一（・，…，・，哲），θ（α）］⊂Xαが

　　　a、e．ω∈オに対して成立する1

　（2）　〔純粋非分割財から来る所得の充分性〕任意のp∈鵡，p≠0，に

　　　対し，プ＝0ならぱ｛α∈別p・θ（α）＞infp・Xα｝はレー零集合とはな

　　　らない．

　このとき，劉駁彦）＝留（彦）

が成立する．

　証明　最初に留（彦）⊂彫グ誕彦）を証明しよう．定理18．2より

　　　　　　　　　留（審）⊂留ψ（ぎ）⊂彫グ”（彦）

が成立している，そこで∫∈留（彦）とすれば，ある価格ベクトルp≠0

∈瑳に対し，（p，∫）は弱ワルラス均衡となる．この価格ベクトルpが，

実は〆＞0の条件を満たすことを示そう。仮にプ＝0であったとしよう．

そうすると，純粋分割財から来る所得の充分性により，ン（S）〉0なるある

S∈ンに対し

　　　　　　　　　P・θ（α）＞infp・XG，鴫の∈S，
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が成り立つ．このとき（p，∫）は弱ワルラス均衡にはなりえない事を以下

に示す．

　　　　　　∫（α）∈1）ψ（xα，＞α，P・8（ω），P），＆軌α∈五，

だから，今，∫（α）∈．0”（Xα，＞α，p・θ（ω），p）かつp・θ（α）＞infp・Xαなる

経済構成員α∈Sを考えよう．ある消費ペクトル〃＝（ず，…，の∈X。に

対し，p響＜p・θ（α）が成立する．ところが，仮定により選好関係（Xα，＞α）

は完全分割可能財の優先性を示すから，

　　　　　　　　　ノ＞ず，ノ≦ず（∫≠z），2＞αノ（α）

を満足するある消費ベクトルz＝（ノ，…，の∈Xαが存在する』しかし，こ

のzに対し
　　　　　　　　　　　　P・2＝P・Ψ＜P・θ（α）

となるから，∫（α）が弱需要ペクトルであったことと矛盾する．よって，

プ＞0でなければならない。したがって，∫∈彫グ駁彦）が証明された。

　つぎに彫グ駁ぎ）⊂留（ぎ）を示したい．∫∈％グ駁ぎ）とし，（p，∫）を

弱正ワルラス均衡としよう．僻留（彦）と仮定し・矛盾を導く・あるコ

アリションS∈論〆，レ（S）＞0，審のある配分gに対し，条件

　（3）　9（α）＞α∫（α），紘e．α∈Sl

（4）五94レ≦かン；

が成立する．そこで2つの場合に分けて考えよう．

ケース1加＜μの場合

　（p，ガは弱正ワルラス均衡だから（3）は

　　　　　　　　　　　　P・五gdレ≧P・五θ伽

を意味するが，プ＞0および（4）より
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　　　　　　　　　　　礁　瞭伽

となり矛盾が生じる．

ケースH五幽一かの鵬

　条件（1）によりθ1（α）＞0，a．e．α∈且，だから，あるσ⊂S，σ∈』財，

レ（σ）＞0について

　　　　　　　　　　　9彦（α）＞o，a．e．α∈o，

が成立する．そこで，各α∈0に対し

　　　　9（α）＝＝｛ω∈Xα1の＞α∫（α）｝∩｛の∈Xα1の≦9（α），〆＜4（α）｝

と定義すれば，選好関係（Xα，＞ω）の連続性と局所非飽和性から，各α∈

0について9（α）≠φとなる．また，写像ぎ，加はそれぞれ可測だから，

対応9：（0，論〆σ，ンしσ）→9も可測である．よって，可測選択の定理によ

魅り

　　　　　　　　　　ん＊（ω）∈9（α），a軌α∈0，

なる可測写像ゲ：0→9が存在する．そこでがを用いて可測写像ん：五

→9を
　　　　　　　　　　　・＠）一｛獅謀

と定義すれば，んは経済審の配分であり，さらに

　（5）ん（α）＞α∫（α），灸e．α∈Ol

（6）か≦か1

の2条件を満足する．しかも写像んの定義から，（6）の不等号一等号は

第Z座標に関し不等号で成立する．よって，ケースHの場合も，ケース1

においてgをんに，Sを0に置き換えた場合に帰着する．、
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以上の議論から，いずれの場合も∫∈留（彦）が成立する．■

　上記の弱正ワルラス配分の集合とコアの同値定理は，先の同値定理（定

理18．2，定理19，1）と比較し，多少異なった条件を必要としている．この

点に関し以下に注釈を加えることにしたい．

　まず選好関係についての条件としては，局所非飽和性に加え，完全分割

可能財の優先性が要求されている，これはコア配分が弱正ワルラス配分と

なることとを示すときに，凸集合の分離定理によって保証される価格ベク

トルが，第Z財（完全分割可能財）について正の価格を与えていることを保

証しなければならないからである，

　つぎに定理1の条件（1）と（2）について説明しよう．これらは定理

19。1の既約性に対応する条件である．（2）は経済彦が既約性を持てば成

立するから，既約性よりも弱い条件である．これに反し（1）は経済の既

約性よりも強い条件である．なぜならば，（1）は，初期保有量が消費集合

に対し，第Z財（完全分割可能財）について“相対的”な“内点”となって

いることを要求するからである．

　定理1の結論は，純粋非分割財を含む初等的財空間において，コアと弱

正ワルラス配分の集合が一致していることを示している．この帰結をコア

の決定性という観点から眺めてみよう。例18．1を考慮すれぱ，ワルラス

配分は存在しなくともコア配分は存在するのである．上の結論は，コアの

決定性の問題が弱正ワルラス配分の決定性に帰着することを示している。

各経済構成員の需要対応が上半連続性を欠いたとしても，弱需要対応の方

は一般に上半連続性を保持することに注意すれば，非分割財を含むような

財空間9を取り扱う揚合，コァ概念の方がワルラス均衡の概念よりもア

トラクティヴな概念であることが示唆される．この点はすでにH・Scarf

（例えばShapley　and　Scarf（1974）を参照）によって指摘されているこ
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とでもある．

21。初期保有量分布の拡散性と同値定理

　第18節の例1は，すべての財が完全分割可能でなけれ’ば，コアとワルラ

ス配分の集合の同値定理は必ずしも成立しないことを示していた．Edge－

worthも彼の古典Mα∫h8窺傭oαJP5脚h∫05（1881）において，この種の命

題の成立には，財の完全分割可能性が1つの不可欠な要素だと考えていた

ようである（下記の注1参照）．しかしながら，この点に関する限りEdge－

worthの洞察は，必ずしも一般的には正しくないと我々は考える．既に

述べたように，先の例18．1において同値定理が成立しないのは，コア配

分が存在するのにワルラス配分が存在し得ない状況になっていたからであ

る．したがって，非分割財が存在する揚合においても，ワルラス均衡の存

在が保証されるような経済環境にあっては，両者の一致が見られるものと

期待される．

注1以下はEdgeworth（1881）からの抜粋である．

　（1）　（p．vi）‘一＿Then（α）a　mathematical　theory　of　Co鋸γαoず㈱g照彫84

δッCo挽♪θ！魏oπis　given＿（β）A　mathematical　theory　of　Coπ拗6∫4吻γ翅伽84

δツCo卿ρ8∫観oπ伽αρθがθo∫114αγ舷1s　given，or　at　least　promised一・Reference

is　made　to　other　mathematical　theories　of　Market＿（γ）attention　ls　concen－

trated　on　the　question一研！hα∫乞5¢ρθゆαMα■々θ〃It　is　argued　that　Market

is　imperfect，Co鴛加o巨3伽46’8γ痂％’θin　the　following　cases：一

　（1．）When　the　number　of　competitors　is　limited＿

　（II．）Inacertainsimilarc朋elikelytooccurincontractsfor似50嘱

ε8γ加oβ，．，

　（1．and　II。）When　the副眈s　of　contract　are　not　perfectly　divislble＿

　（III．）　In　case　of　Co卿δ伽観o”，Unionisml　in　which　case　it　is　submitted

that　（in　general　and　abstractly　speaking）　彿箆歪oπづε’5　5∫伽z4　’0　8α伽　in　senses
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contradicted　or　ignored　by　distinguished　economists＿

　　（IV，）　In　a　certain　case　similar　to　the　last，and　likely　to　occur　in　Co－

0ρ6γα漉θ廊ε00魏加＿”

　　（2）　（pp。18－19）　“A　ρβ喰6’field　of　competition　professes　in　addition

certain　properties　peculiarly　favourable　to　mathematical　calculation；namely，

a　certain　inde五nite　卿％」’げ1）」づo∫’y　and　4勿∫484麗θε3，　analogous　to　that　づ頭麗πy

andぢ傾η露♂s加α」勿which　facilitate　so　large　a　portion　of　Mathematical　Physics

（consi（1er　the　theory　Qf　Atoms，and　all　applications　of　the　DiHlerential　Ca1－

cロ1us）。The　conditions　of　aρ8喰oごfield　are　four；the　fiirst　pair　referrible　to

the　heading”3％」ガρだoゴ∫y　or　continuity，the　second　to　4初∫‘」θ4箆β53　0r　fluidity，

　　1．Any　individual　is　free　to　〆800伽rαo’with　a㎝y　out　of　an　in（lefinite

number．．．

　　II．Any　individual　is　free　to　ooη惚o∫（at　the　same　time）with　an　inde丘nite

number＿This　condition　combined　with　the　first　appears　to　involve　the

indefinite　divisiblility　of　eachα漉o！80f　contract＿which　might　be　erected

into　a　separate　condition，

　　III。Any　individual　ls　free　to　yθooη’7αo’with　another　independently　of，

凹露ho協ごhβ60π5θ銘’being　required　of，any　third　party＿

　　IV。Any　individual　is　free　to60魏γαo’、vith　another量ndepen（1ently　of　a

third　party．．．”

　　（3）（p，46）“The5θoo堀imperfection　may　be　operative　in　many　cases　of

contract　for　personal　service．Suppose　a　market，consisting　of　an　equal　num－

ber　of　masters　and　servants，offering　respectively　wages　and　servicel　subject

to　the　condition　that　no　man　can　serve　two　masters賢no　master　employ　more

than　one　man；or　suppose　equillbrium　already　establlshed　between　such　par－

ties　to　be　disturbed　by　any　sud（ien　influx　of　wealth　into　the　han（1s　of　the

masters，Then　there　is　no4θ’8γ泓zηα’θ，and　very　generally　％π勾z‘θ、arrange－

ment　towards　which　the　system　tends　under　the　operation　of，may　we　say，a

law　of　Nature，a皿d　which　would　be　pre（1ictable　if　we　knew　beforehan（1the
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real　requirements　of　each，or　of　the　average，dealerl　but　there　are　an　inde行一

nite　number　of　arrangements2ρ∫oγ∫possible，towards　one　of　which　the

system　is　urged”o’by　the　concuπence　of　innumerable（as　it　were）neuter

atoms　eliminating　chance，but（abstraction　being　made　of　custom）by　what

has　been　called　the　Art　of　Bargaining－higgling　dodges　and　designlng　obsti－

nacン，an（10ther　inca】culable　and　often　disreputable　accidents．”

　ワルラス均衡の存在を保証する要件として最も重要なのは，経済の総

（超過）需要対応が上半連続性を持つということである．この性質は，非分

割財を含む財空間を持つ経済において，必ずしも成立しない．しかし，第

4および第5章における分析が示すように，所与の経済において富分布が

拡散性を持つならば，その総需要対応は上半連続性を獲得することができ

る。本章で考察の対象となる経済は，消費セクターのみを有する経済であ

るから，富分布の拡散性は経済構成員間の初期保有量分布の拡散性によっ

てもたらされる・したがって，本節における我々の目標（ゴール）は，初期

保有量分布が拡散的な経済において，コアとワルラス配分の集合が一致す

ることを示すことにある．

　ワルラス均衡の存在が，ワルラス配分とコア配分の同値定理にとって必

要条件であることは，これまでの議論から明白である．それでは，一般に，

ワルラス均衡の存在それ自体，同値定理の成立を保証するであろうか．こ

の問いに対する答えは現在のところ未知である．

　注2Ed8eworthがMα’h餓罐oαJPε脚h歪6s‘こおける彼の議論にどっ

て，財の完全分割可能性を，不可欠な前提であると考えていた点について

は，先程指摘した通りである．しかし，その後に書かれた論文（Edgeworth

（1891））において，注1の（3）で引用した点については，これを例外的な

現象と考えていたようである．なぜ例外的なのか，その説明は与えられて
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いない．幸いにHicks（1930）がその説明を与えている．Hicksの鋭い分

析の目は，これらの現象をすぺて市揚需要の不連続性にかかわる現象とし

てとらえ，多種多様な個人からなる経済ではこの種の問題が生じないと考

えた．以下に彼の論文からの引用を載せよう．引用文中のイタリック体は

筆者によるものである．

　　　　“，．．in　an　article　in　the（ヲづoγηα」θ4θ8Jz　Eooπo”π5蕗（1891）　he　observed　that

　　the　fact　that　it　is　much　easier　for　an　employer　to　take　on　two　workmen　than

　　for　a　workman　to　serve　two　employers“const三tutes　a　positive　advantage　to

　　the　workpeople　in　their　dealings　with　entrepreneurs』一Fortunately　he　quali－

　　fied　this：“I　do　not　regard　these　nice　points　as　more　than6％γづ05α！’For

　　what　does　this　argument　mean　in　practice～If　we　are　dealing　with　industrial

　　production，many　men　being　employed　by　each　entrepreneur，the　range　of

　　indeterminateness　involved　is　only　that　between　the　marg正nal　product　ofη

　　men　andπ十1．This　difference　is　usua11y　regarded　as　the　atom　of　economies，

　　into　whQse　recesses　we　need　not　pry．But　even　if　the　ratio　of　workmen　to

　　employers　is　small，and　the　diHerences　dQ　become　significant，we　can　only

　　regard　as　serious　the　possibllity　of　the　men　getting　an　advantage　with圭n　the

　　limited　range　available　if　we　suppose　the　employers　to　be“equa1－natured”and

　　equa1－circumstanced．Otherwise，di丘erent　employers　will　be　situated　differently

　　with　respect　to　their　demand　for　labour；some　will　be　on　the　verge　of　in－

　　creasing　their　demand，others　on　the　verge　of　reducing　it，Once　we　assume　a

　　fluid　market（づ．8．that　changes　do　not　in　themselves　involve　costs　and　incon－

　　veniences）we　may　be　certain　that　a　slight　change　ln　the　situation　of　em－

　　ployers　will　inevitably　have　its　reaction　on　the　demand　for　labour．Even　if

　　it　is　insuf五cient　tQ　cause　all　employers　to　change　their　demand，it　will　in・

　　且UenCeSOme．E488ω0醜55θ00πゐ吻β肋0♂伽％蜘γα」砂ρ70伽0θ5‘‘6瞬0ε4”’露

　　ゴ5砂アoδ伽ゲ跳oo犯伽％吻α屈’hθ‘荻タo’sげ4∫500π’伽勿αγθ麗5％吻アθ4麗oθ4

　　ご0ひ爾ε厩8ρ0加ω伽ω8伽θ伽肋蜘α」εげUαγy伽8卿ασ漉θ50π伽

　　魏傷7々βず。．．”
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　経済彦：（且，．財，レ）→〃Xρが与えられたとき，可測写像X：且→謬，

？〃P：且→丑（P∈瑳）をそれぞれ

　　　　　　　　　　　　　X：α→Xα，

　　　　　　　　　　　　吻：α→P・θ（α）

によって定めれぱ，測度レのXの下での像測度μーは経済彦の消費

集合分布（the　consumption　set　distribution），レの吻の下での像測度

μω，はぎの富分布（the　wealth　distribution）であった．また，μω，lxは

消費集合Xが与えられたもとでの働．の条件つき分布である（数学注

13．1参照）．

　定義1〔初期保有量分布の拡散性（Dispersedness　of　the　Endowment

Distribution）〕　ある経済ぎ：（ゑ，。財，レ）→クX9が与えられたとき，審

の初期保有量分布μ，が拡散的（dispersed）であるとは，任意の価格ペ

クトルp≠0∈砿に対し，侮ほとんどいたるところ条件つき富分布働，区

がアトムレス測度，すなわち各富水準ω∈Eに0のウェートを与えるこ

とである．

　定理1〔初期保有量分布の拡散性と同値定理〕経済ぎ：（五，．∫ゾ，レ）→

ク伽xρが与えられたとき，その初期保有量分布μ，が拡散的であれぱ，

　　　　　　　　　　　彫グ（彦）＝留（彦）

が成立する．

　証明　命題18、1の（1）により男グ（宮）⊂留（審）が成立するから，彩

（ぎ）⊂グ（ぎ）を証明すればよい．そこで，∫∈留（ぎ）としよう．定理

18．2より

　　　　　　　　留（ぎ）⊂留鱒（彦）⊂彰グ惣P（彦）

だから，ある価格ベクトルp≠0∈瑳に対し，（p，∫）は弱ワルラス均衡と

なる．∫∈男グ（彦）を示すには
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　（1）乱亀α∈且，∫（α）∈oω（xα，＞α，ωP（α），P）

　　　　　　　　　　　⇒∫（ω）∈P（xα，＞α，娠α），P）

を証明すればよい．ここで¢〃p（α）＝p・θ（ω）である。

　ところで，定理19。1の証明の中で我々は，

　（2）　翫e。α∈∠4，ωP（α）∈Jp（Xα）⇒∫（ω）∈ヱ）（Xα，＞①妃OP（α），P）

の成立することを明らかにした．（定理19．1においては，財空間9と集費

集合Xαの凸性が仮定されているが，これらの仮定は（2）の成立にとっ

て必要ではなかったことに注意しよう．）したがって，上記定理の証明は

結局

　（3）　αe．α∈4，ωP（α）年Jp（Xα）

の成立を示すことに帰着する．

　以下（3）の成立を証明するが，それに先立ち，経済ぎの消費集合分布

μーおよび価格ベクトルpにおける消費集合と富の結合分布μ亙，ψ，の意味

を確認しておきたい．経済審の分布を侮（＝レ。彦一1）と書くと，μヱお

よびμ■，”，はそれぞれ以下のように定義される，

μ－（S）‡＝μ窪oprl1（S），　S∈9（彦）；　μヱ，ψ，（T）：＝μぎoπ記，盟，（T），

T∈〃（孝×R）1（ここでpr－：（瓦＞，θ）→X，πx，の，、（瓦＞，θ）←》

（XIP。8）である．）

さらに，集合Jpの定義を思い起そう．

　　Jp＝｛（Xlω）∈彫×R1（ヨ劣∈（7p（X））ω＝p・の｝（ここで，Op（X）＝侮

　　　∈Xl（ヨδ＞0）鴫（¢，δ）∩X＝φ｝，HIVp（の，δ）＝｛ε∈E『1の一2il＜δ，

　　p・2＜p・¢｝であった．第2章第5節参照。）

　さて，命題5．3より集合Jpは彫×Rの解析集合である．彦×Eは

Polish空間だから古典的な定理（数学注5，8参照）により，Jpは9（x

XR）の普遍完備化に属する．そこで反x，盟，を9（謬×R）上の確率測
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度μ－，”，の完備化としよう．

　（3）を証明するには，集合■，がμ－，ω．零集合であることを言えぱよ

い．ところが，

　　　　　　臨（ら）一ル曜（ら（X》X）4μκ（X）

　　　　　　　　　　　一ゐΣ一ゐ（ヱ》μ吻ぼ（｛ωLx）晦（x）

　　　　　　　　　　　＝＝0，

である，上の等式中，最後の2つの等号はそれぞれ，孝に属する任意の

Xに対しJp（X）は可算集合であること（定理5・1），初期保有量分布μ，

は拡散的であるから任意のp≠O∈鼠についてμヱほとんどいたるとこ

ろ条件つき富分布μω．Ix（・，X）はアトムレス測度であること，から従う．

以上で証明が完了した．■

　上記定理1は，コアとワルラス配分の集合の同値定理としてエレガント

な形になっているようにみえるが，実は重要な落し穴のあることに注意し

ておきたい．

　第1章において我々が与えた分割可能財の定義は，財の分割可能性に関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ　　　ロし非常に弱い要請を行うものであるが，その意味ですぺての財が分割可能

財でなけれぱ，初期保有量分布の拡散性は一般的には成立し難い．なぜな

らば，すぺてのノ∈9Fρについてが＝0となるような価格ベクトルp＝

＠1，…，p‘）においては，富分布μ”，の台はLebesgue測度0の集合とな

るからである，

　したがって，上記定義1の意味における初期保有量分布の拡散性の要求

は，財空間ρが本質的に非分割財を許容するという我々の意図に反しか

ねない・そこで，つぎに，定理1の拡散性の要求を弱めた揚合，上記の同

値定理がいかなる条件の下で成立するかを示すことにしよう．
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　初期保有量分布に関する拡散性の条件を，以下のように弱めれば，財空

間ρにおいて幾つかの財が非分割財であっても，この要件が満足されう

る．

　定義2〔初期保有量分布の完全分割可能財の方向への拡散性（Dispers－

edness　of　the　Endowment　Distribution　in　the　Direction　of　Perfectly

Divisible　Commodities）〕経済彦＝（五，論〆，レ）→クx9の初期保有量分

布μ，が完全分割可能財の方向へ拡散的（dispersed五n　the　direction　of

perfectly　divisible　commodities）であるとは，価格ペクトルp＝（p1，…，

p‘）∈劫がすべてのブ∈93に対してプ＞0であれば，μーほとんどい

たるところ条件つき富分布働．IX（・，X）がアトムレス測度になることを

意味する．

　経済彦の初期保有量分布μ，が完全分割可能財の方向へ拡散的である

ことと，μeの台が第1－3図のいずれかの形状を持つこととは矛盾しない。

これに対し，μ8が拡散的であれば，μβの台は第1図もしくは第2図の形

状を持ちうるが，第3図の形状とは相いれない．

　初期保有量分布に関する拡散性の要求は，なるぺく財空間ρの形状を

2

0

掛
　与up夢μ≧

1

第　1図
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2

0

第2図
2

0

SUPPμθ

第3図
制約しないことが望ましい．しかし，総需要対応の上半連続性を維持する

には，拡散性の程度の減少に応じて，選好関係の性質に関し追加的条件を

必要とする，追加的条件とは，完全分割可能財の優先性である．これが定

義2による弱い拡散性を仮定する揚合に支払うコストである．選好関係に

ついてこの種の追加的性質が要求される理由は明らかであろう．それは，

ある価格ペクトルρが均衡（もしくは弱均衡）価格ベクトルとなる揚合，

完全分割可能財の価格がすぺて正になることを保証し，その結果Pの下

で条件つき富分布の拡散性が満たされるからである．、
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　定理2〔初期保有量分布の完全分割可能財の方向への拡散性と同値定

理〕　経済彦：（五，．財，レ）→グ幡，。麗×9がつぎの2条件：

　（1）初期保有量分布μ，は完全分割可能財の方向へ拡散的である；

　（2）　〔非完全分割可能財から来る所得の充分性〕　価格ベクトルp＝

　　　（p1，…，p己）≠0∈瑳があるゴ∈9島について〆＝0ならば，集合

　　　1α∈111p・θ（α）＞inf　p・XG｝はレ零集合ではない3

を満足すれぱ，

　　　　　　　　　　　％グ（ぎ）＝留（彦）

が成立する．’

　証明　証明の方針は定理1の揚合と同様である．（p，∫）を所与の経済彦

の弱ワルラス均衡としたとき，

　（＊）賦α∈五，∫（α）∈P”（瓦，＞α，ωP（α），P）

　　　　　　　　　　　　　⇒∫（α）∈1）（xα，＞α，娠α），P）

の成立を示せば，定理が証明されたことになる。

　すぺてのゴ∈92について〆＞0であれぱ，初期保有量分布μ8の完

全分割可能財の方向への拡散性により，pの下で条件つき富分布μ”，ぼは

μーほとんどいたるところアトムレス測度となっている・よって，この揚

合（＊）の証明は定理1における証明に帰着する，

　つぎに，ある2∈9監に対し〆議0となっている揚合を考えよう，条

件（2）より，あるS∈』頭，レ（S）＞0，について

　　　　　　　　　ωP（α）＞infp・Xα，蹴α∈S，

が成立する．このような揚合，所与の（p，∫）は弱ワルラス均衡にはなウ

得ないことを示そう．

　α∈S，∫（α）∈1）”（XG，＞α，ωp（α），p），2〃p（α）＞infp・XGが成立している

とする．そうすると，，p吻く？〃p（α）なるある¢∈Xαが存在する、ここで，

選好関係（XG，＞α）が完全分割可能財に対する優先性を持つことを考慮す
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れぱ，2つの消費ベクトル¢，∫（α）に対し，

　　　　　　　　～’＞の’，2‘≦♂（乞≠ブ），Z＞α∫（α）

を満足する消費ベクトルβ＝（♂，…，2ε）∈Xαが存在する．ところがp’rO

だから，

　　　　　　　　　　P・2≦P・の＜1〃P（α）

となり，

　　　　　　　　　∫（α）∈D匂P（xα，＞α，娠ω），P），　　　腎

であったことに反する．

　これで定理の証明が完了した．■

22．惰報節約的コア概念

　第18節において指摘したように，コア概念に関する1つの周知の欠点

は，それが要請する競争の形態一つまり，ブロッキング・コアリシ日ン

の形成による競争一が，経済構成員間の自由なコミュニケーションと完

全な情報交換とを想定し，1つのコアリションが形成されるために要する

情報量が多過ぎるという点である・この批判に答えるために，例えぱ，経

済構成員間の情報交換に関しある種の明示的な費用を導入し，そのもとで

コア概念の想定する競争がワルラス均衡の想定する完全競争とどの程度異

なるのか問いかけることもできる．（この種の問題を扱った論文としては

Khan　and　Rashid（1977）を参照せよ．）しかしながら，明示的に憎報あ

るいはコミュニケーションの費用を経済モデルに組み込むと，どうしても

アド・ホックな費用関数の導入に帰着してしまい，充分な説得力を有する

費用関数の導入は難しいように思われる．

　そこで本節の目的は，Schmeidler（1972）およぴGroda1（1972）が導

入した情報節約的コア概念（informationally　tight　core　concept）を，我

々の一般均衡モデルのフレームワークの中で展開させる；とにある．
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　雰：（五，．財，レ）→ク×9を任意の経済とし，これを所与とする，ρ温×

五→Eを1つの可測関数としよう．任意のε＞0に対し且の可算部分集

合1の，α2，…｝が存在し，

　　　　　　　　　君＝∪推、｛α∈且iρ（α，απ）≦ε｝

となるとき，関数ρを近隣関数（a　neighboring　function）とよぶ．例え

ば，ク上の閉収束位相グは距離化可能であるから（定理4・1参照）・

位相」グーとコンパティブルな距離関数をδとし，

　　　　ρ（α，δ）＝＝δ（（Xα，＞α），（Xδ，＞ゐ））十”θ（α）一θ（6）［1・α・δ∈丑

によって関数ρを定義すれば，ρは近隣関数である，

　任意のε＞0に対し，経済ぎにおけるコアリションの集合．財の部

分集合論〆、を

　躍，昌｛S∈』財1レ（S）≦ε，S＝U一。S尭，かつ，すぺての乃＝0・…・Zに関し

　　　　　　　　S匙∈γ，diamS掬≦ε（ここでdiamSκ：＝sup｛ρ（ω，ゐ）1

　　　　　　　　α，δ∈s祐｝）｝

によって定義する．

　近隣関数は経済構成員がどれ程相互に似通っているかを示す関数である・

したがって，近隣関数の値が0に近けれぱ近いほど，情報伝達・コミュニ

ケーションの費用は安くなると解釈される・そこで，経済彦のコアリシ

ョンの集合を．財、に制約するとすれば，その経済学的意味をつぎのよう

に理解する二とが可能である．’まず，ある0＜ε＜1に対し，近似度がε以

内の経済構成員は，相互の情報伝達やコミュニケーションが可能であると

仮定する．このとき，．財，に属するコアリションは，高々（‘＋1）個のグ

ループ間のコミュニケーシ日ンによって形成可能なコアリションの集合と

いうことになる．

命題1ぎ：（五，瀦〆，レ）→グ×ρをある1つの経済とする．経済彦の
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コアリションSが，雰における配分∫を改善できる（もしくは，強く改

善できる）ならば，任意のε＞0に対し，瀦〆，に属するあるコアリシ日

ンS、で配分∫を改善できる（強く改善できる）ものが存在する．

　証明∫：且→ρを経済彦のある配分とし，コアリションS∈論〆，レ（S）

＞0，は∫を改善（もしくは，強く改善）できるものとする．そうすると，

　　　　　　　　　　9（α）＞α∫（¢），a，e．α∈Sl

　　　　　　　　　　炉一か≦・（＜・）1

の条件を満足する配分g詔→ρが存在する．

　そこで，任意の0⊂S，0∈論〆に対し，

　　　　　　　　　μ（σ）一（五（9－1）伽切

とおく・μ（¢）蝋S）一（醐・写一五（ゆ≦・（＜・）である・

　今，ε＞0が与えられたとしよう，一般にε’＜εならば論〆、’⊂．g〆、だ

から，ε＜レ（S）と仮定してよい．ベクトル（ε穿，εレ（S））∈が＋1はμ（φ）と

μ（S）の凸結合である．レはアトムレス測度だからLiapounovの定理（数

学注82参照）より，ある0＊∈γ，0＊⊂S，に対し

　　　　　　　　　　　μ（o＊）＝（ε穿，εン（s））

が成り立つ。μの定義からこれは

　　　　　　　　　レ（0＊）＝εレ（S）≦ε，

　　　　　　　　　五
　　　　　　　　　　　（9一θ）伽＝曙≦o（＜o）1
　　　　　　　　　　奪

を意味する．

　近隣関数ρ：五×孟→Rの定義により，ε／2＞oに対し五の可算部分集合

｛α、，α2，…1が存在し，

　　　　　　　　　且＝∪推、｛α∈且1ρ（α，απ）≦ε／2｝
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が成立する．そこで集合列（Sπ）個，2，…を帰納的につぎのように定義す

る：

　　　　　sF｛α∈o＊1ρ（α，α・）≦ε／2｝，

　　　　　Sπ＝＝｛α∈0＊1ρ（α，απ）≦εノ2｝、∪2；1＆，π＝2，3，…

今，1：ニ｛π∈｛1，2，…｝1レ（Sπ）＞0｝と定義すれば，（S翰）π∈1は

　　　　　　　　　　　Sπ∩S脆’＝φ，π≠π’；

　　　　　　　　　　　レ（∪肥■Sη）＝レ（σ＊）；．

を満足する．各π∈1について

　　　　　　　　　　塘ゐ（9昭）伽ll舞

とおけば，

　　　　　　　　　　　　　Σπ∈μπ＝o

となる．，z＝co膨．∈R『π∈1｝とし，zを含む最小の線型部分空間をLと

しよう．

主張　原点0はLにおけるZの内点となる．

　仮に主張が正しくなかったとしよう．そうすると凸集合の分離定理によ

り，すぺてのπ∈1に対しp・翫≧0となるペクトルp∈L，p≠0，が存在

する．ところが，任意の％∈1について，

　　　　　　　　　　　　ωπ＝一Σ融∈、娠

　　　　　　　　　　　　　　　　酷≠π

であるから，結局すぺてのπに対してp・翫＝0が成立しなけれぱならな

い．したがって，すぺての¢∈Zについてp甥＝0である。ここで

　　　　　　　　　　　H＝｛ω∈LI　P・¢＝O｝

とおけば，丑はZを含むLよりも真に小さい線型部分空間となり，L

の定義と矛盾する．よって，主張の正しいことが証明された．

　線型部分空間Lの次元を㎜とする．Carath60doryの定理（下の数学

　　　　　　　　　　　　　　　120



　　　　　　　　　　　　均衡分析と集計の効果

注1参照）一によって，原点0，を集合ぴ｛妬∈R『η∈1｝に属する（窩＋1）個

の点の凸結合として表現できる．すなわち，各乃＝0，1，…，鵠について

0≦む髭≦1，Σ匙。砺＝1を満足するある砺に対し，

　　　　　　　　0＝‘面π（ω十孟1翫ω十…十砺の頭拠），

　　　　　　　　　漁）∈ろあ＝o，1，…，鵬

と書くことができる．

　各な＝0，1，…，惚に対し

　　　傷（B）ピ（五（ゆ綿ε％レ（B））・・B⊂＆㈲・召∈ン

を定義する．レはアト亭レ不測度，ベクトル（⑳π（廟妙（Sπ（勘）））はぺぞ

トル侮（¢）謀0とベクトルμκ（Sη（㌃〕）＝（の価（初，レ（Sπ（冶）））の凸結合だから

LiapOunOvの定理を再ぴ用いれば，ある砺⊂Sπ㈲，砺∈論〆に対し

　　　　　　　　　　μ掬（Uκ）＝（オμπ（㌃），砺レ（Sれ（冶1））

が成立する．そこでコアリシ日ンS，∈論〆を

　　　　　　　　　　　　　S、＝＝∪匙。U勘

と定義すれぱ，S、⊂ぴ⊂Sだから

　　　　　　　　　　　9（α）＞α∫（の），翫亀α∈S、

であり，しかも

　　　　　　　　　　　・ゐ（9一β）伽藩1ε雪

　　　　　　　　　　　＝Σ認。幅π（初＝＝o

より

　　　　　　　　　　　ゐ9伽一ゐ8ゐ≦・（＜・）

が成立するごよって，コアリシ日ンS、∈。財，レ（S、）＞0，は配分／を改善

（強く改善）できる．
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　最後に，S、∈』財，を示そう．8。＝∪為U灘，鵬≦Z，かつ各ん＝0，1，…，恥

について

　　　　　　　　U為⊂Sπ（初⊂｛α∈・41ρ（ω，απ（匙））≦ε／2｝

だから，S、∈ン，となる．口

　定義1〔情報節約的コア（lnformationally　Tight　Core）〕彦：（五，」ど，

ッ）→－xρをある経済とする．彦におけるフィージブルな配分のうち

論〆、に属するコアリシ日ンS，レ（S）＞0，によって改善できない（強く改

善できない）配分全体を，経済彦の情報節約的コア（informationally

tight，core）（情報節約的弱コア（informationaIly　tight　weak　core））とよ

ぴ，これを留（彦L財、）（もしくは，留沃ぎ1論〆、））と書く．

　命題1および定理18．2，19。1，21，1，21．2の系として，以下の結果を得

る，

　命題2〔情報節約的（弱）コアと（弱）ワルラス配分の集合の同値定理〕

　任意のε＞0について以下の命題が成立する．

　（1）　経済審：（丑，論〆，ッ）→4傭×9において

　　　　　　　　　　彫グ”（審）＝留ψ（ぎLΩ〆、）．

　（2）経済ぎの値域がグ旙×ρで定理19．1もしくは21．1の条件を

満たすか，あるいは，謬の値域がー‘”，。麗X9で定理21，2の条件を満足

するならぱ，

　　　　　　　　　　彫グ（審）冨留（ぎL9〆、）

が成立する．

数学注1〔Carath60doryの定理〕SをRmの部分集合とする．の∈coS

とすれば¢は集合Sに属する高々（糀＋1）個の点の凸結合として表現で

きる．（Rockafellar（1970，Theorem17・1，p・155）参照，）
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23．純粋に競争的な有限経済列

　消費セクターとしてとらえた経済の定式化を節8節において行ったとき

に，アトムレス（確率）測度空間を経済構成員の空間として持つ経済に対し，

統計学的視点からの解釈を与えた．

　本節では，有限経済からなる点列（彦パ砺→ノ×9）％、1，2，・．．一今後こ

れを有限経済列（a　sequence　of丘nite　economies）とよぽう一を考え，

それ・がいかなる条件を満たせぱ，完全競争経済を表現していることになる

のか明らかにしたい．そして，そのような有限経済列の極限として（本論

における）経済を解釈できれぱ，我々はアトムレス（確率）測度空間を経

済構成員の空間として持つ経済を，完全競争経済の1つの理想型（ideal

type）一すなわち，1つの理想的完全競争経済（an　ideal　perfectly　com－

petitive　economy）一として意味づけすることになるであろう，

　完全競争経済（a　perfectly　competitive　economy）というとき，我々は

各経済構成員の市場における影響力が無視できるような状況を指す・そこ

で，1つの有限経済列（謬ガ毒→グxρ）πを所与したとき，それがいか

なる条件を満足すれぱ，経済構成員各個人の影響力が無視できるくらいに

小さくなって行くのか，これを以下で考えよう．

　第1に明らかな条件は，経済構成員の数が無限に大きくなることである．

したがって，

　（1）＃砺→oo　　　　　　　、

を要請しなければならない．

　第2の条件は，有限経済列が極限を持つという条件である．この要件の

経済学的意味に関しては2点考えられる．，第1点は，有限経済列によって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　
表現されようとしている事象は，ある同一市場における競争性の程度だと

いう点である，第2点は，任意の有限経済列を分析の対象とするとき，そ
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の極限が何らかの意味で存在しなければ，一体いかなる経済の性質を明ら

かにしようとしているのか，理論上明確ではない点である．

　第2の条件にかかわる最も弱い要請が

　（2）　有限経済列（謬π：毒→ク×ρ）．、1，2，＿の導く選好・初期保有量分

　　　布列（μπ）π。1，2，．．．は弱収東する．

である．

　以上の2条件だけでは，ある特定の個人が市揚における影響力を維持し

続けることを排除できない．

　例1〔競争的ではない有限経済列〕9・＝R2，X＝疏，＞：＝｛（¢，〃）∈X×Xl

4ヲ＋鞭＞研十研｝と定義し，有限経済列（謬．磁、→ク×9）、、1，2，．．．を

以下のように定める．

　　　　塩＝｛0，1，…，π｝7

　　　　（∀α∈五π）銑（α）：ニ（瓦＞，θπ（ω）），

　　　　8π（0）；＝（0∫4π），θ．（α）＝＝（4，0）（α≠0）．

この有限経済列（彦π）πは，明らかに条件（1），（2）を満足する．しかし，

経済彦πが大きなればなるほど，構成員α＝0の影響力は拡大する．α＝0

の初期保有量を経済構成員一人当りの単位で測れば，

　　　　　　　　　　詣（軌4π）一（喘）一（傷4）

となって人口＃砺→ooであっても0ペクトルに収束しない．

　　　　　　　　　　　　　　　　r

　上の例におけるようにある特定の個人が市揚において特異なカを持つこ

とを防ぐために，つぎのような条件を付加する．

　（3）ノ　（∀π＝＝1，2，…）Sπ⊂∠4π，かつ（＃Sπ／＃z4π）→0ならば，

　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　一Σ巳e8．θη（α）→o
　　　　　　　　　　　　湖π
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である。ここでθガ，4π→ρは，碗（ω＞＝pr2。ぎπ（α），α∈塩，によっ

て定義される，pr2：ク×ρ→ρは射影（ヱ＞，θ）Hθである．

　条件（3）’の意味は，経済構成員全体に対する相対的なコアリションの

大きさが（経済人口の増大にともない）0に収束するようなコアリションの

総初期保有量は，人口1人当りの単位で測定して，0ベクトルに収束する

ということである．

　各経済構成員の初期保有量は下から有界であるから，条件（3）’はつぎ

の条件と同値である（下記数学注3の（5）参照）．

（3）∫pr24｛一∫醜ここでμ一li脇である。

この条件（3）は一般には（2）から導かれないが，もし経済構成員全員の

初期保有量がある有界な集合に属しているならぱ，条件（2）から導かれる．

　以上の（1）から（3）までの条件を満たす有限経済列が，完全競争経済

を表現する経済列である。Hildenbrand（1974）に従いこれを純粋に競争

的な（有限）経済列とよぽう．

　定義1〔純粋に競争的な有限経済列（Purely　ComPetitive　Sequence　of

Finite　Economies）〕　Tを消費特性空間グ×ρの任意の部分集合とし，

（ぎη）πをTの中に各構成員の消費特性を持つ有限経済列とする．（ぎ．）、

が以下の諸条件

　（1）経済謬ηにおける人口＃轟はπ→ooにともない無限に大きく

　　　なる；・

　（2）選好・初期保有量分布の列（μ．）％が丁上で弱収束する；

（3）1im pr2咋∫叫μ一1幅1
（4）∫p吻＞・
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を満足するならぱ，（彦π）。は丁上で純粋に競争的である（purely　com－

pet圭tive　on　T）といわれる．

　例2〔純粋に競争的な有限経済列の例（Hildenbrand（1974）〕

　（1）　〔複製経済からなる有限経済列〕　Edgeworth（1881）やDebreu

and　Scarf（1963）が分析の対象とした経済列は，つぎのような有限経済

列からなる．

　審渦→ノ×島oく髄＜。。，Σ面θ（α）＞o，を任意の有限経済とする．

F172，…に対し，ぎのπ回複製経済（π一fold　replica　economy）ぎπ：

塩→－xρを

　　　　　　　五π：二五×｛1，2，…，π｝；

　　　　　　　観（（α，ブ））＝＝彦（α），α∈五，ブ＝1，…，π1

によって定義する．

　（ぎη）πをぎの複製経済からなる列とすれぱ，＃毒＝鰭五かつ（∀π＝

1，2，…）侮＝μである。よって（謬鴨）πはク×ρ上で純粋に競争的であ

る．

　（2）〔同型経済（Type　Economies）からなる有限経済列〕　Tを消費

特性空間ク×9の非空な有限部分集合とし，Σ8。Tμ2（む）＞oが成立す

るものとする．有限経済列（彦ゼ轟→〃×ρ）πの導く選好・初期保有量

分布の列（μπ）πが（∀π＝1，2，…）suppμ〆Tを満たし，さらに

　　　　　牲塩→OOl任意の（＞，θ）∈Tに対し

　　　　　1imη（1／翻π）＃｛α∈轟『彦η（ω）＝（＞，8）｝＞o

が成り立つとき，彦。を同型経済（type　economies）とよぶ．

　（彦π㌔が同型経済からなる有限経済列であれば，（彦π）πは丁上で純

粋に競争的である．

　（3）〔標本経済（Sample　Economies）からなる有限経済列〕μを消

費特性空間グX∫2上の任意のBore1確率測度とする．選好・初期保有
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量分布μからπ個の標本を独立に抽出すれば，π人からなる有限経済

彦πを定める、このような経済彦πを標本経済（sample　economies）と

よぶ，有限経済列（彦π）処が標本経済から構成されていれば，Glivenko－

CanteIliの定理（数学注8．3の（3）参照）により，（確率1で）純粋に競争

的な有限経済列となる．

有限経済列の連続体表現

　純粋に競争的な有限経済列（謬π）πは，完全競争経済をその理想型とし

て極限に持つ経済列である．しかし，各有限経済ぎπの定義域砺は，

一般にηが異なれば全く異なった集合となっている．そこで，極限経済の

母集団」の中に各有限経済塩の母集団を“埋め込ん”で考えた方が分

析上便利な揚合が多い．この方法についてここで簡単に触れておくことに

する．

　定義2〔連続体表現〕　（彦ゼ轟→4×ρ）π、1，2，．．，を純粋に競争的な有限

経済列とする，（彦％）πの連続体表現（continuous　representation，or　con－

tinuum　representation）とは，経済謬：（五，』∫ど，ン）→ク×9と可測写像

偽詔→毒からなる点列（απ）πでつぎの2条件：

　（1）レ。απ1（S）＝＃S／＃毒が任意のS⊂毒（π＝1，2，…）について成立

　　　する1

　（2）　彦π＊；二彦πoαπ→彦，亀e。α∈。41

を満足するものを言う．

　注1経済彦♂と有限経済彦πの選好・初期保有量分布は一致する．

また，彦ノの初期保有量写像をβノ（つまり，θ済二pr2。彦π＊）とし，θ

＝pr2。ぎとすれば，θ％＊→θレーa，e，α∈五であり，かつ
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五融一か

が成立する．「

　命題1〔連続体表現の可能性〕　Tは消費特性空間グ×9のBore1集

合，（雰ガ砺→T）π、、，2，＿は消費特性をすぺて丁内に持つ純粋に競争的な

有限経済の列とする．このとき，

　（1）　（謬π）処の連続体表現（ぎ：（五，』財，レ）→Tlαパ且→塩，π＝1，2，…）

が存在する．

　（2）各π＝1，2，…についてみ：ム→ρは有限経済彦ガ塩→Tにお

ける配分で，9上のあの分布は弱収束するものとすれぱ，（彦η）πのある

部分列（彦勘）㌃とその連続体表現（彦；α㌃）において，経済謬ずの配分

ル＊＝識。碗がほとんどいたるところ経済彦のある配分ノに収束するも

のが存在する．

　証明　（1）　所与の純粋に競争的な有限経済列に対応する選好・初期保

有量分布の列を侮→μとし，これにSkorokhodの定理（下記数学注2参

照）を適用する．そうすると，あるアトムレス確率測度空間（且，．財，レ）

および且からTへの可測写像彦，謬π＊（％＝1，2，…）で条件

　（1）　ぎπ＊（α）→彦（α），灸e．α∈11；

　（ii）μ＝レ。ぎ，’μπ＝レ。観串（π＝1，2，…）1

を満足するものが存在する．

　以下，可測写像αガ五→且π（％＝1，2，…）を構築する，

　まず且を彦♂一1（む），む∈兄によって可測分割する．つまり，各舌∈T

に対し五‘＝彦ηホー1（孟）とおくと，イ∈』財は互いに素で，五＝∪ε∈7イと

なる．

　つぎに，suppμ．に属する孟については，ガをさらに可測分割する・

測度空間（五，論〆，のがアトムレスであることから，Liapomovの定理に
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彦蕉1（の＝｛砺α2｝とすれば集合彦π＊曹1（‘1）をレ測度に関して

2等分し，五畠，魂、を得る・そして確の点はすべてα、へ，磯

の点はすぺてα2に写像する，

　　　　　第1図　可測写像απ：且→砺の構築

より集合イをレ測度に関し＃彦夏1（孟）等分割できる．すなわち，’

　　　　　　　　」　イ＝∪｛五＆1α∈鶴・（孟）｝，

　　　　　　　　　　　レ（且呂）＝レ（島），・，α’∈鶴1（ご），

　　　　　　　　　　　瀦∈』財（α∈鶴’（‘）⊂∠π）

とする．

最後に，♂∈砺を任意に固定し，可測写像α．：4→且．（冗＝1，2，…）を
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　　　　αη（δ）＝＝α，ゐ∈鵡

　　　　απ（δ）：＝♂，ゐ∈且1∪圃ε∈SUPPμπ，α∈且π｝

によって定義すれぱ（第1図参照），（雰：（且，』財，レ）→T；αバ五→五π，π＝

1，2，…）は（彦π）πの連続体表現である．

　（2）　写像（ぎ儲，ム）；轟→（4×9）×ρの結合分布を考え，これをηπ

と書く．

　T×9は可分距離化可能空間，（ηπ）．のそれぞれの周辺分布列は仮定によ

りtightであるから，点列（η．）脆もtightである（下記数学注1の（4）参

照）．よって（η鴛）、のある部分列（η髭）彫が弱収束する（数学注1の（1）），

ここでη㌃→ηにSkorokhodの定理を適用すれぱ，アトムレス確率測度

空間（五，論〆，レ）からT×‘2への可測写像（9鴻ノの，（彦，ノ）で条件

　（i）（誤＊（α），九＊（α））→（ぎ（α），∫（α）），a・e・α∈オ；

（ii）η＝レ・（審，∫）一1，η㌃＝レ・（彦彦＊，五＊）一1

を満足するものが存在する．五から出への可測写像銑は（1）の揚合

と全く同様に構築すればよい．■

　数学注1〔Tightな測度族（Billingsley（1968）参照）〕Mは任意の距

離空間，ノは形の上で定義された測度からなる集合とする．任意の

ε＞Oに対し，胚のあるコンパクト部分集合K、が存在し，測度族ノに

属するすぺてのμについてμ（亙IK。）＜εが成立するとき，測度族ノは

tightであるとよばれる．測度族ノがただ1つの測度μからなるとき，

μがtightである（数学注1L2）こととノ4がdghtであることは

同値である．以下の（1）と（2）の性質はProhorovの定理ともよぱれ

る。

　（1）測度族ノ4がtightならぱ，一〆における任意の点列（μπ）πは

弱収束する部分列を含む．
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　（2）M’はPolish空間であり，ノが弱相対コ・ヒバ’クト（つまり，

弱収束位相によるノの閉包がコンパクト）ならぱ，ノはtightであ

る，

　（3）忽は可分距離空間，ノ4＝｛μo，μ1，μ2，…｝とする．このとき，

．／4に属する各測度はtightで，かつ（μπ）π．1，2，、。．がμoに弱収束する

ならぱ，｝ノはtightである．

　（4）M＝払×巫2，pr1：κ→孤とpr2：M→胚2は射影，ノ1＝｛μ11μi

＝μ。pr1一 μ∈》〆｝，．！42＝｛μ21μ2；＝μ。pr2－1，μ∈ノ｝とする（すなわ

ち，一ノ、とノ2はノ4に属する測度の周辺分布からなる集合），この

とき，ノがtightであることと》〆ユおよぴ》〃2の双方がtightで

あることとは同値である．

　数学注2〔Skorokhodの定理（Skorokhod（1965）およぴDudley（1968）

参照）〕　Mは可分距離空間，（険）πはMの上の測度からなる点列でμ

に弱収束するものとする・このとき，測度空間（9，」ゾ，レ）およぴ9か

ら互への可測写像茜み（π＝1，2，…）で条件

　（i）ムは∫へ概収束，つまり，み（ω）づ（ω），a漁ω∈ρ；

（ii）μ＝レ・ノー1，μη騒レ。五－1（π＝1，2，…）；

を満足するものが存在する．もし亙がPolish空間であれば，測度空間

（珍』財，レ）は［0，1］区間のLebesgue測度空間としてよい．

　数学注3〔分布収束・一様可積分性・一般化されたLebesgueの室理〕

（1）Sはある距離空間，π＝1，2，…に対しゐは測度空間（9π，論〆π，ッπ）

からTへの可測写像とする・丁上のムの分布をμ．（つまり，μ、＝レ．。

み一1）とする。可測写像からなる点列（み）循が可測写像∫に分布収束す

る（converge　in　distribution）とは，険が∫の分布μに弱収束するこ

とである．
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　（2）各π＝1，2，…に対しみは測度空間（ρπ，論〆π，りπ）からRへの

関数とする．関数列（み）πが条件

　　　　　　　　lim融∫iあ、＞、1偽）一・

を満足するとき，（み）．は一様可積分（uniformly　integrable）であると言

われる．

　（3）　関数列（あ）．が一様可積分であるための必要十分条件は

（i）SU臥∫1偽＜・・1

（ii）砺（砺）一・なる任意の集合列（砿）．に対し1i舶偽一・

　　　となる1

によって与えられる．

　（4）　可測関数列伍）．が一様可積分ならぱムの分布からなる点列

（μ”）πはtightである・

　（5）　〔一般化されたLebesgueの定理〕　可測関数列（ム）πは可測関

数∫に分布収束するものとする・このとき・（み）πが一様可積分であれ

ば，∫は可積分でありかつ条件

　　　　　　　　　　li叫み幽一μり

を満足する．さらに，み（π＝1，2，…）およぴ∫が可積分かつ非負値関数

であれば，上の条件は逆に関数列（ム）πが一様可積分であることを意味

する．、

文献に関する歴史的ノート

　一般均衡モデルの厳密な定式化を最初に行ったのはLeon　Walrasの

EJ6挽8π’5〆Eoo卿吻θPoJ漉g粥．P曜θ（1874）である。彼は均衡を単純に
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‘℃quilibre”とよんだ，標準的文献（例えぱ，Debreu（1959，『1982），Mc－

Kenzie（1959・1981）・Nikaikd・（1969），Arr・wandHahn（1971））では，

競争均衡（a　competitive　equilibrium）とよぱれる．しかし，Hildenbrand

（1974，p・145）も指摘するように，（競争）均衡の定義自身には何にも“競

争的”な』側面は無い・本論においてはHildenbrand（1968，1974）の呼称

にならい，「競争均衡」よりもむしろ「ワルラス均衡」とよぶごとにした。

　完全競争概念の歴史的経緯についてはStigler（1957）が詳しい，本論に

おける完全競争の意味はStiglerの言うr市場競争（market　competition）」

に近い．

　コア概念に関し最近ではこれがTurgotの％♂θ雛8’Mo筋碗5（1769）

までさかのぼると指摘されている（例えぱ，Desai（1984）とVind（1984））．

確かにEdgeworth流の競争概念の萌芽をTurgotに見ることができるが，

現在我々が理解している形におけるコア概念を初めて明確に与えたのは

Edgeworth（1881）だと言わねばならない．ただし，「コア（core）」とい

う言葉が最初に用いられたの1まゲーム論においてであって，Gilliesと

Shapleyが1953年にこの言葉を導入した（Gillies（1953））．Edgeworth

の貢献は，その後Hicks（1930）等によっても注目されていたが，Edge－

worthの導入した概念とゲーム論におけるコア概念が一致することを最初

に指摘したのはShubik（1959）である．

　コアとワルラス配分の集合に関する最も基本的な同値定理を最初に証

明したのはAumann（1964）である．Aumann以前にScarf（1962）や

Debreu（1963）は経済構成員の可算集合を考え，1つの同値定理を得てい

るが，彼らのモデルにおける配分の定義は十分説得的ではない．この問題

は・経済構成員の母集団としての測度空間における，測度のσ加法性と有

限加法性の問題に帰着する，ScarfとDebreuが試みた同値定理はその後

Weiss（1981）により・有限加法測度空間を経済構成員の母集団として持
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つ経済におけるコアとワルラス配分の同値定理として満足な定式化を得た・

　定理19．1はAumannの定理にHildenbrand（1968，1970b）の貢献を

加味したものである．

　弱コアの概念はHildenbrand（1974，Problem1，p．140）にょるが，

定理18．2の弱コアと弱ワルラス配分の同値定理を初等的財空間において

最初に示したのはKhanandYamazaki（1981）である．例18，1もこの

文献による．本文で指摘したように，非分割財が存在すればコアが十分に

ワルラス配分の集合に“収縮”しないことは，すでにEdgeworthによって

言われており，さらにHicks（1930），Stigler（1957）らもEdgeworth

のこの指摘に注意していた．しかし，Shubik（1959）以後の文献がこの

点に余り注意を払わなかったのは意外である．

　既約性の概念はG註le（1955）とMcK：enzie（1959）によって一般均衡

分析に導入された．Arrow　an（i　Hahn（1971）も既約性に近いresource

relatednessの概念を用いているが，この概念はMcKenzie（1981）の指

摘のようにMcKenzieの既約性よりも強い条件となっている。本論にお

ける既約性の定義は，McKenzieの既約性概念をHildenbrand（1970b）が

測度論モデルに適用した形を採用している，

　初等的財空間を一般均衡分析に用いたのはMas－Cole11（1977）とKhan－

Yamazaki（1981）である，定理20．1においては，これらの文献における

消費集合をさらに一般化した形になっている．

　定理21．1の形の同値定理はYamazaki（1978b）による．

　命題22．1は・Groda1（1972）による．第23節はすべてHildenbrand

（1974，PP，135－140）によっている，
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第7章均衡の決定性

　前章においてワルラス均衡とコアという2種類の均衡概念の相互関係に

ついて分析を行った．本章ではこれらの均衡概念の決定性の間題，すなわ

ち，ワルラス均衡やコアに属する解は存在するのかというr存在問題」を

議論することにしたい．

　一般均衡理論に関する文献において，存在間題にかかわる「古典的」基

調はつぎの通りであった，すなわち，完全分割可能財のみからなる世界を

考えれぱ，ワルラス均衡の存在は，個人の需要対応の（上半）連続性から導

かれる総需要対応の（上半）連続性と（一般化された）ワ・ルラス法則によって

本質的に保証される．さらに第18節の分析が示すように，このような世

界ではワルラス配分の集合とコアが一致するから，コア配分の存在問題も

結局ワルラス均衡の決定性に帰着する．

　以上のような「古典的」分析のアウトラインは，本論における分析のフ

レームワークにとって適切ではない．その理由を簡単に述ぺれぱ，つぎの

点に集約されよう．まず，第1に，財空間ρの非凸性は各経済構成員の個

人需要対応の（上半）連続性を崩すから，個々の需要対応が持つ（上半）連続

性の積み上げによって，市揚における総需要の（上半）連続性を導くことは

できない．第2に，例18。1が示しているように，ワルラス配分の集合と

コアの同値関係が必ずしも成立しなくなるから，コアの決定性の問題をワ

ルラス均衡の決定性の間題に完全に帰着させることはできない．

　以上のような困難が存在するにもかかわらず，ワルラス均衡とコアの決

定性の問題をつぎのように解決することが可能である．

　まずワルラス均衡の決定性については，第4，5両章の分析が解決の糸

旧を与えている・そこでは，所与の経済において選好・初期保有量分布が
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ある適当な意味において十分拡散的であれば，経済全体の総需要に対し集

計による連続化効果・スムージング効果が期待できるということであった・

本章において我々が提示する基本的結論は，経済における初期保有量分布

の拡散性が生み出す集計の効果が，ワルラス均衡の決定性の問題を解決す

るということである．

　コアの決定性の問題は，ワルラス均衡の決定性が解決されるよりもさら

に一般的な範囲で解決されうる．既に第20節において示したように・弱

正ワルラス配分はコア配分である．そこで本章におけるコアの決定性に関

する解決は，弱正ワルラス配分の存在を示すことによって与えられ’る．ワ

ルラス均衡が存在しない場合にも弱正ワルラス均衡は存在しうる点に注意

を換起しておきたい．

　本章は4節から成り立っているが，最初の2節（第24，25節）において，

ワルラス均衡の存在およぴ弱弱ワルラス均衡，弱ワルラス均衡の存在を示

す．この後者の存在定理は，続く第26，27節において頻繁に利用される・

第26節はコアの決定性を扱う．弱コアおよぴコアの存在定理を弱ワルラ

ス配分，弱正ワルラス配分等と関連づけて分析を行う・最後の第27節に

おいては，有限経済における近似ワルラズ均衡の存在問題を議論すること

にしたい．

24．ワルラス均衡の決定性1．

　本節と次節の目的は，一般に財の完全分割可能性を前提としないような

経済におけるワルラス均衡の存在間題を分析することである．

　非分割財が取引の対象となるような経済において，ワルラス均衡が必ず

しも存在しないことは例18．1が示している・その理由は・非分割財の存

在が各経済構成員の需要対応を不連続一第1種の不連続性一にしてい

るからである．ところが第2編における分析，特に第13節における定理1，
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が明らかにしたように，たとえ各経済構成員の個人需要対応が上半連続性

を持たないとしても，経済全体における富分布が拡散性を持つならぱ，総

需要対応はその（上半）連続性を回復することが可能なのである．前章第

21節においてコアとワルラス配分の集合の同値定理を得るときにも，こ

のような状況を我・婦ま要請した．そこでは初期保有量分布の拡散性をもっ

て富分布の拡散効果を生成したのである．

　したがって，本節と次節における我々の戦略も第21節のそれと本質的

に同一である。基本的には初期保有量分布の拡散性による集計の連続化効

果によって，経済の総需要対応を上半連続ならしめ，ワルラス均衡の存在

が保証されるような経済環境を作り出すのである．本節では特にこの点が

強調されるよう多少の一般性を犠牲にしたワルラス均衡の存在定理を提示

することにしたい・経済学的観点から十分納得の行くような一般性を持っ

た存在定理の証明は次節に譲ることとした．

　それにもかかわらず，本節において証明される存在定理は，文献に見ら

れる基本的な存在定理，Aumann（1966），Schmeidler（1969），Hildenbrand

（1970a）（1974，Theorem2，p．151），をより一般的な財空間を許容するよ

う拡張した形になっている．これらの文献との詳しい比較は，章末の文献

に関する歴史的ノートの欄で行うことにしたい．

任意の4の部分集合グ’，X∈形に対し，9’レはグ’の部分集合

｛（x’，＞’）∈ク’1x’＝x｝を表すものとする．

　定理1〔ワルラス均衡の存在1〕9ρ≠φ，X⊂疏，X∈望とする，経

済彦：（∠，．財，レ）→ク己π、レ×Xが与えられたとき，彦の初期保有量分

布μ，が拡散的であれぱ彦Φワルラス均衡（p，∫）が存在する．、

　証明　つぎの2条件

　（1）∫（α）∈D（xα，＞巳，P・θ（¢），P），＆¢α∈五1
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（ii）か≦五ぬ

を満たす価格ペクトルp≠0∈璃と可積分写像ヵ五→9の存在を示した

い．

　まず，価格空間を

　　　　　　　　　ps＝｛P∈鵡IP1＋…＋プ＝1｝

と定義する。以下の証明において我々はつぎの形のKakutaniの不動点

定理（数学注2．5）を用いる，（この形の不動点定理についてはDebreu

（1959・5・6（1）・P・82ンもしくはNikai（io（1969・Theorem16・6・P・265）

を参照せよ）：

　〔不動点定理〕Kをがの非空なコンパクト集合とし，PをPSの任

　意の閉集合とする，ZはPからκへの上半連続な対応で，各p∈P

　に対し，集合z（p）は凸，かつ灰p）⊂H≦（p，o）であるとする．この

　とき，P。；＝｛¢∈E西K∀p∈P）p吻≦o｝とすれぱ，z（p＊）∩P。≠φを満足

　するベクトルず∈Pが存在する．

　以下，記号を簡略化しβ（Xα，p・θ（α），p），ヱ）（Xα，＞α，p・8（α），P）の代わ

りに，それぞれ召（α，p），Z）（α，p）と書く．

　PSに属するすぺての価格ベクトルpに対し，集合B（ω，p）は必ずし

も有界ではない。そのような揚合D（α，p）は空集合になる可能性がある．

そこで消費集合Xを切断し，各正の整数鳶について，切断された（trun－

cated）消費集合X㌃を考える．切断の方法をつぎに明示しよう．

　まず，実数δを

　　　　　　　　　豆♂（α）研…＋五♂（ω）伽

によって定義する．ここで，θ（α）＝（81（α），…，8君（α））＝pr2。彦（α）である．

δ＞0となることに注意しよう．なぜならば，すぺてのα∈丑についてθ（α）
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∈X⊂R卑だから，δ≧0であり，もしゐ＝0だとすればθ（α）＝0，a。亀α

∈且，となり，初期保有量分布μθの拡散性に反するからである．あ＝1，

2，…に対し且の部分集合為を

　　　　　　　　　且七＝ニ｛α∈五1θ（α）≦あ（西，…，ゐ）｝

　　　　　　　　　　　しによって定めれば，写像引且→ρの可測性により砺∈』財を得る．し

かも，すぺてのたに対しレ（為）＞0となる．もしあるなに関しッ（毒）

＝0になったとすれば，あるゴについて

　　　　　　浄伽≦五♂（α）伽＋…＋〃（α）伽

　　　　　　　　　　　一か≦碓伽＜〃伽

が成立し，矛盾が生じるからである．つぎに，論〆の部分6集合代数

3ど為を，

　　　　　　　　」どFガ＝｛o∩14副（7∈』∫ゾ｝⊂』∫ど

によって定義し，』財㌃上の確率測度鞭を

　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　レ髭（S）＝　　レ（S），S∈』財勘，
　　　　　　　　　　　　レ（斑）

によって定めれば，各あ＝1，2，…について，確率測度空間（為，論〆鳶，レ為）

はアトムレスとなる．

　そこで，各あ＝1，2，…について

　　　　　X彫：＝｛の∈XI澱≦乃（ゐ，…，ゐ）｝1

　　　　　β冶（α，P）：＝β（α，P）∩X届

　　　　　1）為（¢，P）＝ニ｛の∈Bκ（α，P）1β匙（α，P）∩＞α（¢）＝¢｝；

　　　　　卿）一五｛咄P）坤）1砺1

と定義する．θガ砺→ρは写像8、五→9の毒への制約である．

　各為に対し，対応毎：P8→がは以下の諸条件を満足することをつぎ
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に示そう．

（i）（∀P∈ps）z産（P）≠φ。

　（ii）　（∀p∈ps）z沢p）は凸集合．

　（iii）　（∀P∈P8）Z冶（西）⊂丑≦（コ，0）．

（iv）（∀p∈ps）易（p）⊂Kを満足するがのコンパクト部分集合K

　　　が存在する．

　（v）zガP8→がは上半連続である，

　任意のα∈毒に関し，θ㌃（α）∈疏（α，p）がすぺてのp∈PSについて成

り立つから・切断された消費集合Xんにおける予算集合哉（α，p）は常に

非空である．ところが集合域（α，p）は価格ペクトルp∈PSいかんにか

かわらずコンパクトであるから，普遍選好集合♂の定義よりD㌃（α，p）

≠φがすぺてのα∈毒，すぺてのp∈・PSについて成立する．写像ω→

（X。，＞α，p・8（α），p）は経済謬の可測性により可測であり，需要関係（瓦

＞，叫p）HP（瓦＞，ω，p）は命題ス2により可測であるか彰任意のp∈ps

について，対応D冶（・，p）：毒→9は可測である。さらに（∀α∈毒）

D匙（α，p）⊂X匙だから，対応P冶（・，p）：職→ρは一様に有界である．よっ

て，可測選択の定理（数学注8．4）を用いて（∀p∈PS）Z氏p）≠φが導かれる．

　測度空間（轟，瀦〆冶，レ彪）はアトムレスであるから，各pに関し集合

易（p）が凸集合となるのはLiapomovの定理の1つの帰結である（数学

注8．6の（1）参照）．

　（1i・）の性質は一般化されたワルラス法則である．2∈翫（p）とすれば，

　　　　　　　　　2一五（9一傷）軌1

　　　　　　　　　9（α）∈0κ（ω，P），a．e．α∈且届

を満足する可積分写像91哉→ρが存在する．この第2番目の条件は

　　　　　　　　9（¢）∈丑≦（P，P・8冶（α）），a．亀α∈為，
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を意味するから，これと第1の条件より2∈E≦（p，0）が従う．

（i・）の性質は∫鰍一慮）か≦．（鑑）か＠およぴ

（∀α∈塩）（吻∈ps）P冶（卿）⊂xκから導かれる．

　（v）を証明するために轟の部分集合

　　　　　　　　　且P，㌃：＝｛α∈五勘『θ冶（α）∈σ，（x冶）｝

を定義する・経済彦の初期保有量分布μθは拡散性を持つから，定理5．1

より砺（オp，㌃）＝（1ル（毒））レ（且p，髭）＝0となる．ゆえに，定理7，4から，。砺

のほとんどいたるところ，対応1）髭（α，・）：PS→ρは任意のp∈PS，にお

いて上半連続となる．下記の数学注1およぴ補題1からこの事は対応zガ

PS→がが上半連続となることを意味する．

　対応Z㌃：．PS→がに関する上記の諸性質が証明されたから，我々はここ

で各Z掬，乃＝1，2，…に対し，上記の不動点定理を適用する．そうすると，

各ん＝1，2，…について条件

　（1）五（α）∈1）㌃（α，P冶），晒α∈温為；

　　　　五軌≦ル画・

を満足する価格ベクトル舞∈PSと可積分写像ゐ＝毒→9が存在する．

　そこで，関数列ノ先：為→ρ（た＝1，2，…）を用いて新しい関数列gゼ五→

ρ（乃＝1，2，…）を定義しよう．

　　　　　　　　　　9逸（α）r残（ω），α∈轟

　　　　　　　　　　　　＝θ（ω），　α∈z八11岳

と置くと，g勘：五→ρは可測であり，さらに条件（1）より，各あ＝1，2，…

に対し

　（2）　9廊（α）∈1）㌃（α，P㌃），＆e。α∈‘4届

　　　　か伽≦五ぬ
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が成立する・一般性を失うことなく（必要ならぼ収束部分列を取れぱよ

い）毎→p∈PSと仮定する．オのほとんどいたるところg轟（ω）∈Xだか

ら，点列

　　　　　　　　　　　　（五9ゆ》一

は下から有界である、したがって（2）より，この点列は有界である．そ

こで我々は多次元FatOuの補題（下記教学注2参照）を適用する．そう

すると以下の条件

　（3）∫（α）∈Ls（9髭（α）），a。e．α∈且1

　　　　か≦五め；

を満たすような可積分写像ヵ五→9が存在する．’

　さて，関数び：．4→｛1，2，…｝が条件

（4）鴫α∈オ，あ＞乃＊（α）⇒9彪（α）∈D乃（α，P㌃）

を満足するようにゲを定めることができる．実際，献（α）をIlθ（α）価よ

りも大きいある任意の正の整数としよう．すると，

　　　　　　　　　0≦8’（ω）≦”θ（α）1≦あ＊（α）δ

が各ブ＝1，…，zについて成立し，その結果，乃＞び（α）ならぱα∈毒とな

る．この事実と（2）は（4）を意昧する．

　定理の証明を完了するためには

　（5）購α∈オ，∫④∈D（α，P）

を示さなければならない．

　条件（3）と（4）から

　　　　　　　　　　∫（α）∈B（α・P）・賦α∈五．

が成り立つ．そこで，ゑの部分集合

　　　　　　　　　　孟P；＝｛α∈且1θ（α）∈σP（x）｝
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を定義する．そうすると，

　（6）鴫α∈且、五P，の∈B（α，P）⇒¢〉卜α∫（の）

であることを示そう．

　¢∈Xかつp吻＜p・6（α）であれぱ，十分大きな鳶に関し毎吻く蘇・θ（α）

となるから，条件（4）およぴ選好関係（X。，＞。）の連続性より，¢〉卜。

！（α）がオのほとんどいたるところで成立しなけれぱならない．

　つぎに，詔∈Xかつp・¢＝p・θ（α）としよう．確場ならぱ，各πに対

，し晦∈瓦p・妬＜p・¢となる点列妬→灘が存在する．ところが上の議論に

より

　　　　　　　　　　　（∀π）¢π〉トα∫（α）

が刈痴のほとんどいたるところで成立するから，再ぴ（Xα，＞。）の連

続性によりの〉㌦∫（α）が五、砺のほとんどいたるところで成り立つ．これ

で（6）が証明された．

　経済彦の初期保有量分布μ，は拡散性を持つから，富空間における臨

，界集合の基本定理（定理5．1），より，集合場はレ零集合となる．ゆえに，

（6）は（5）を意味する．

　これで（p，∫）が経済彦のワルラス均衡となることが証明された．■

　数学注1〔上半連続性と閉対応〕　（1）　S，Tを距離空間とし，gをS

からTへの関係とする。の∈Sにおいて，卯⊂S×Tの中の任意の収束点

列（編Ψη）→（の，Ψ）が（¢，Ψ）∈gを満足するならぱ，ρは灘において閉

じているという．gが任意のω∈domρにおいて閉じているならば，g

を閉関係（a　clgsed　relation）とよぶ．

　（2）ψとψを距離空間Sから距離空間丁への2つの対応とし，

¢0∈8において

　　　　　　　　　　　ψ（¢o）∩ψ（のo）≠φ
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が成立しているものとする．

　このとき，対応ψは¢oにおいて閉じており，対応ψはのoにおいて

上半連続でかつ集合ψ（¢o）がコンパクトならば，

　　　　　　　　　　　　¢→～ρ（¢）∩ψ（z）

によって定まる関係ψ∩ψは，のoにおいて上半連続である．（Hildenbrand

（1974，Proposition2。（b），PP，23－24）参照．）

　（3）　上記（2）における状況を経済構成員個人の消費行動との関連で

考えれば，ψは予算集合関係，卯は需要対応と見ることもできる．この

とき（2）の結論のインプリケーションは，予算集合がコンパクトである

揚合，需要対応が上半連続であることと閉対応であることとが同値になる

ということである．

　数学注2〔Fatouの補題，Lebesgueの収束定理〕与えられた関数列の

値域が実数の揚合のFatouの補題は，測度論の標準的教科書に採り上げ

られている．通常のLebesgueの収束定理（数学注23，3（5）と対比せよ）

は，このFatouの補題から容易に導かれる，しかし、「一次元」Fatouの

補題を多次元空間に拡張することは単純ではなく，数学的にhighly　non－

trivia1であり深い議論を必要とする．（1）〔Fatouの補題〕　（ム）πを測度

空間（¢．Σ，μ）の上で定義された可積分な実数値関数列とする．ある可積

分関数gに対しg≦み（％＝・1，2，…）であれぱ，

　　　　　　　　五1叫噸μ≦1叫infか4μ

が成立する．

　（2）〔Lebesgueの収束定理〕　（み）πを測度空間（珍Σ’，μ）の上で定義

された可積分な実数値関数列とする．すぺてのω∈9に対してhm”み（ω）

が存在し，かつ，ある可積分関数gに対しレ』1≦g（π＝1，2，…）が成り立

つならば，1im循ゐは可積分であり，
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　　　　　　　　　　五1i蝉μ一1i嘱雇

が成立する，

　（3）〔多次元Fatouの補題〕0（Schmeiとler（1970）およぴHildenbrand

and　Mertens（1971），あるいはHildenbrand（1974，Lemma3，PPl69－

73）参照。）　（ム）πを測度空間（島．Σ，μ）からT⊂珊への可積分関数の

列・Tは閉集合とする・このとき・li恥か鱒存在す繊つぎの条

件

　（i）∫（ω）∈Ls（み（ω）），a．e．ω∈91

（ii）かμ≦1i嘱紳；

を満足する可積分関数ヵ9→Tが存在する．

　上記の可積分関数列が一様可積分であり，加えて，9のほとんどいたる

ところ集合｛あ（ω）1π＝1，2，…｝が有界であるならば，

　　　　　　　　　　　かグー1i嘱紳

を満たすような，対応Ls（ん）：ρ→Tからの可積分選択ノ：ρ→丁湖存在

する．

　もし，上記（i），（ii）の条件を満足する任意の可測関数／：ρ→Tに対し

常に

　　　　　　　　　　　かμ〒」叫かμ

が成立するならぱ，関数列縣）ハは一様可積分である．

　上記定理1の証明において使用さんた補題を以下で証明しよう．

　補題l　Sは距離空間，TはR鵬の閉集合，（珍Σ『，μ）はある測度空間

とし，各p∈8について9p：ρ→Tは可積分有界な可測対応とする．も
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し各点p∈Sにおいて対応PH％（ω）がρのほとんどいたるところで閉

じているならば，対応

　　　　　　　　　　　　　　P一五卿

は閉対応となる．

　証明　（翫，zπ）πをS×E鵬における収束点列（翫，zπ）→Φ，2）とし，各

％について

　　　　　　　　　　　　　　　五卿

であるとする．このとき

　　　　　　　　　　　　　　z、∈，五卿

が成立することを示したい．

　各πについて可積分関数ん：ρ→Tで条件

　　　　　　　　ム（ω）∈ρP．（ω），鴫ω∈ρ多

　　　　　　　　ゲか4μ1

を満足するものが存在する．仮定により

（・）五Ls（ム（ω））dμ⊂五卿

が成立しているから，もし

（2）玲（か4μ）⊂か（姦（ω））4μ

であるならば，　（1プと（2）から

　　　　　　　　　　　　　　3∈五卿

となる．ゆえに．補題1はつぎの補題から従う．■

　補題2．（島・Σ，μ）は測度空間，TはR伽の閉集合とする・（ム）πを9
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からTへの可積分関数の列で可積分有界（つまウ，（∀ω∈ρ）（∀π）瞬（ω）1

≦ゲ（ω），Q＝1，…，糀），となる可積分関数gが存在する）とする．この

とき，

　　　　　　　　　L・（か♂μ）嘱L・砿（ω））吻

が成立する．

　注1　上の補題において関数列（み）ηは一様可積分となるから，多次

元Fatouの補題（数学注2）により条件

　（i）∫（ω）∈Ls（ム（ω）），鼠e．ω∈9；

（ii）かμ一1i叫か4μ1

を満足する可積分関数∫：9→Tが存在する．　　　　　　．’　〆

師雨五紳）とすると議性を失うことなく¢一1叫かμ

としてよい（必要ならぱ部分列を取る）．したがって，（i）と（ii）より

　　　　　　　　　の一かμ∈五Ls㈲）吻

が成立する．一

　換言すれぱ，補題2は多次元Fatouの補題の直接的帰結である．しか

し，ここでのポイントは，多次元Fatouの補題は数学的に相当深い議論

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ワを必要とするのに対し，補題2は初等的な議論によ言七証明されうるとい

う点である。（特に，ヘブライ大学におけるAumann一派の数理経済学

者はこの点について敏感である。）

　補題2の証明　測度空間（ρ，Σ，μ）が一般にアトムからなる部分とアト

ムレスな部分とに分割できる揚合，・アトムのみを含む部分は高々可算個の

アトムから成立している』個々のアトムの上で補題2の主張はtrivia1に

成り立つから，アトムのみを含む部分に関する限り，主張は自明である．1
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そこで，、測度空間（9，Σ，μ）がアトムレスであると仮定して補題2の主張

を証明すること1こしたい，

　証明は関数の値域の次元鴉に関する帰納法によって行う．7π＝0の場合

は何も証明を要さない．そこで（吼一1）次元まで上記の主張が正しいと仮

定し，これが鵠の場合にも成立することを証明したい．

　聡
か呼い般性を失うことなく

　　　　　　　　　　　　　の』li嘱紳

であると仮定する．仮に主張が成立しなかったとしよう．つまり，

　　　　　　　　　　　　の∈か脚吻

と仮牢しよう忽母μ）はストムレスだから集合か（み（9））刎糠

合である（数学注8．6の（1）），したがって凸集合の分離定理により，ある

ベクトノレg…＝（g1，1…，g鵬一1，gm）に対し　　　　　　　　　　　　1　　『

（1）か（ん（ω））罷μ⊂域（壷』の

が成立する（第1図）．可測関数鵠：‘2→Rを

　　　　　　　　一欝ピ難☆☆』》　・　』岬

　　　　　　　　　　　齢嚢㌶ン』脱欝

　　　　　1　一　　　翁ケ㌧～デ、’か翌♪擁，
　　　　　　　　　　　　　　ぐ届一』葱濠1
　　　　　　　　　　　　　　誕協雲愛雰

〃H（σ，9・π）

曳 第　1図

　148、
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　　　　　　　　　　　ωHlimπinfg・み（ω）

によって定義する．集合Ls（あ（ω））⊂Tは閉集合であり，（み）％の可積分

有界性によりρのほとんどにいたるところで有界である．よって，伽（ω）

・＝ ・g（ω）となるg（ω）∈Ls（あ（ω））がρのほとんどいたるところ存在

する，このようなg；ρ→Tは可測になる保証がないから，各ω∈9につ

いて

　　　　　　　　『K（ω）＝＝Ls（ゐ（ω））∩E（9，盟（ω））

を定義する，K（ω）はa，e。ω∈9に対し非空かつコンパクトであり，9

からTへの関係として可測である．したがって，可測選択の定理により

　　　　　9（ω）∈Ls（ム（ω））・9●9（ω）＝解ω），灸軌ω∈9

を満たす可測関数g19→Tが存在する・こ・こでもちろん

　　　　　　　　　　五卿∈か伍（ω））dμ

である．（1）およびgの選び方から　’＼

　　　　　　　　・の¢≦9・五卿」か菰μ

である。ところが，通常の（1次元）Fatouの補題を用いてつぎのような

式の展開ができる．

　　・茎1i叫s己P五19ゾ」蜘「

　　　一1i　p［∫（卿）吻＋2五max｛α鵠一9榊］

　　　≦1i一五（9怖一m）4μ＋21∫瞬∫ma“9瞬

　　　　　　　　　　　　　ロ　　コ　　　≦1i嘱艸一五面μナ2かax｛傷郷rli画轟，、、
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　　　　一9・¢一五卿≦・

よつて，π一・・にともなヤ 佃！姻となる・このこと鯛こ概
収束する（g・ゐ）ηの部分列が存在することを意味する，そこで

　（2）9・ム（ω）→鵬（ω），a，e．ω∈ρ，

と仮定してよい．したがって，

　　　　　　　　Ls（ム（ω））⊂E（9，7π（ω）），乱e。ω∈9，

である（第2図）．

言ノπ（ω）

、　　　　　　c

Ls（∫π（ω））

H（σ，魏（ω））

　　　　　　　　　　　　　　第2図

　そこでつぎに，各ω∈9に対し

　　　Ls＊（ω）；＝｛（21，…，2皿一1，0）∈R皿IF（z1，…，2肌）∈Ls（み（ω））｝1

　　躍（ω）＝論（ω）一（o，…，o，∫罪（ω））1

を定義する（第3．図）．そうすると，

　（3）　Ls（み＊（ω））⊂Ls＊（ω），εしe。ω∈ρ，

が成立する．これを以下に示そう。

　2ω累＝（2占，…，瑠一！，0）∈Ls（あ＊（ω））とし，一般性を失うことなくム＊（ω〉

→2、＊を仮定しよう．躍（ω）＝g・ム（ω）一g・み＊（ω）だから，（2）より

　　　　　　　　承ω）→鴉（ω）一9・～ω累，鵠ω∈9，
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2

0
ノη噛（ω）

鉱（ω）

1ノ（㈲）
I
I　　　　　　I

I　　　　　I
l　　　　　I
l　　　　　I
雛　　　　I
l　　　　　－
I　　　　　l
I　　　　　　I

』　　　　　1
犀　　　　　1
ひ　　　　　じ

l　l　　　H（σ，吻（ω））
1　　：

　　　　　　　　　1　5
　Ls寧（ω）

　第3図

となる．よって

　　　　ゐ（ω）→βω＊＋（o，…，o，常（ω）一9・2ω寧），乱軌ω∈9，

である．ここで，2ω＝～♂十（0，…，0，鵠（ω）一g・β♂）と置けば，％∈

Ls（ム（ω）），a．e，ω∈島だから，2ω＊∈Ls＊（ω），a臓ω∈旦が成り立つ．

これで（3）が証明された．

　各ω∈9について，

　　　　　｛五＊（ω），五＊（ω），…｝，Ls＊（ω）　⊂　E㎜一1×｛ol

となっているから，帰納法の仮定と（3）により

　　　　L・（五脚）⊂か（μ（ω））吻⊂五球（ω）4μ

を得る．したがって，（2）と’Lebesgueめ収束定理（数学注2．（2）参照）

を用いて

¢一1叫か4μ
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－1 か研五（賠曜）dμ］

一1i 御＋1i嘱（②・仰協耀）dμ

一1i
榊＋1i嘱（軌一㌧卿ム）4μ一1i嘱（傷一・囎）6μ

一1i 御＋露（q…・αli職9僻一（婦li嘱9粥μ）

一li 脚＋（“一㌧嘱剛一（傷…qli嘱9卿μ）

を得る・1i κ4μ∈五喚だから・球二9－Tからの可測選蹴

52→Tで

　　　　　　　　　　　五グ4μ一1叫か吻

となるもあが存在する．そこで可測関数g：9→Tを

　　　　　　　　ω→9＊（ω）＋（o，…，o，吼（ω）一9・9＊（ω））

によって定義すれば，

（4）五卿∈か脚）dμ

となることをつぎに示そう．

　関数g＊は対応Ls＊からの可測選択だから，ρのほとんどいたるところ

　　　　　　　　　　～ω＝（2島，…ヲ耀）∈Ls（み（ω）），

　　　　　　　　　　9＊（ω）＝（晶，…，33－1，0）

なるベクトル2。が存在する．2ω∈Ls（あ（ω））であれぱ％へ収東する

（ム（ω））πの部分列が存在するから，そのような部分列の極限を1imゐ（ω）
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と書けぱ，（2）およびん（ω）＝（み（ω），…，躍一1（ω）’goみ（ω）一goゐ＊（の））

であることより

　　　1imみ（ω）＝9＊（ω）＋（0，…，0，椛（ω）一9・9＊（ω）），蹴ω∈¢

を得る．ゆえに，

　　　　　　　　9（ω）∈Ls（ゐ（ω）），灸e。ω∈9，

である．，これで（4）が証明された．

　これまでの議論をまとめると

　　　一1i嘱脚＋（α…嘱卿一1i叫9・か切μ）

　　　　一かμ＋（鉱嘱卿一嘱ず4μ）

　　　　一五g吻∈か（五（ω））吻

とな瞬か（み（ω））姻あつたことに反する・・

25．ワルラス均衡の決定性H

　前節の定理1の証明は，これまでの文献に見られる基本的定理一Au－

mann（1966），Schmeidler（1969），Hildenbrand（1970a）一の証明にい

かなる修正を施せば，凸性を仮定しない財空間ρを分析の対象とすゐ’こ

とができるのか明示している、しかし，既に指摘しておいた通り，この定

理の枠組は，，経済学的観点からすれぱ，一般性を犠牲にしている点が幾つ

かある．まず，この。凱を以下に説明し，本節における存在定理の動機づけ

を与えることにしたい．

　定理24．1において一般性が欠如している点はつぎの3点である．第1

は，最も明白な点で，経済構成員の消費集合が同一であること．，第5章に

おける総需要のスムー彰ング・連続化効果の議論では，消費集合の多様性
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（diversiβcation）が許容されていた．つまり，総需要の上半連続性に関し

ては，消費集合の多様性は問題を生じさせなかった．では，前節の分析に

おいて，消費集合の多様性はいかなる問題を生むのだろうか，この点の理

解を助けるために，幾つかの記号を導入しよう．まず，価格ベクトルp≠

0∈羅を所与とする．任意のδ＞0に対し集合

　　　9筋（の，δ）；＝鵬（詔，δ）∩｛3＝（zl，…，2‘）∈R‘K∀ブ）2ノ≦の’ト

を定義し，これを中心躍半径δの（価格ベクトルpに対する）4半開球（the

open　quarter　ball（with　respect　to　the　price　vector　p）centered　atの

with　radiusδ）とよぶ．つぎに，消費集合X∈〆に対し，集合

　　　　　　09P（X）；＝｛の∈XKヨδ＞0）9ハら（ω，δ）∩X＝φ｝

　　　　　」9ρ（X）＝＝｛ω∈RKヨω∈（79P（X））ω＝・P・切

を定義する．明らかに，

　　　　　　　　OP（X）⊂σ9ρ（X），Jp（X）⊂」9P（X）

が成立する，σp（X）や」ρ（X）が非常に‘‘小さい”集合であることは，第

5節の分析から既知である．ところが，この性質は0砺（X）や」伽（X）

には不幸にも伝わらない．例えば，

　　　　　　X＝ゆ＝（の1，…，♂）∈璃囹＋…＋♂≧1｝

とすれぱ，p1＝…＝プ≠0となる価格ベクトルp謬（p1，…，プ）を除くすぺ

てのp∈激に対し，」9p（X）のLebesgue測度は正となる．これは局所

チーバー・ポイントを持っている消費ベクトル謬∈Xが，Xの切断によ

ってその局所チーパー・ポイントを失うことと関連しており，前節のよう

な特殊な場合を除いては，切断された消費集合の上で個人の需要対応を考

えて行くという前掲のAumann，Schmeidler，Hildenbrandの論文に見ら

れる方法が，本論のような一般的なフレームワークには適さないことを示

している．

　第2は，経済謬，の定義がθ（α）∈Xαを前提としている点である。この
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仮定は文献の上では，9生存条件（the　survival　con4ition）（例えぱMc－

Kenzie（1981）参照）とよばれるもので，節19節において指摘したよう

に，経済学的視点からは好ましい条件ではない．第1図は，生存条件は満

足しないが，ワルラス均衡の存在には支障をきたさないような揚合を示し

ている．

2

0

　　　　　　　　滑　選罫）凸’
　　　　　　　』i撚
　　　　　　　5写許

　　世㌧．難1』　　・1・
　　ヤき　乱　　　　　　　三　　　　　　　x二

程ン

’ぎ』℃　　孕▽却1、
　　　　　　　∈…＝　　さi
　　覧呵…、受｝，美し

1

第　1図

　第3は，初期保有量分布の拡散性についてである，この点に関しては既

に第21節で指摘したように，初期保有量分布の完全分割可能財の方向へ

の拡散性に弱める必要がある，

　以上の3点に注意した定式化をこれから行うが，第2と第3の点につい

ては第19，20節で示した方法を取る。すなわち，生存条件は経済の既約性

の仮定で置き換え，初期保有量分布が拡散性を持つ方向の制約については，

これを選好関係の性質の強化一完全分割可能財の優先性一によって補

いたい．そして，第1の点に対処するために，Hildenbrand（1974、P、150）
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のアイデアに基づき，消費集合の切断の代わりに価格空間の切断を伴う議

論展開を行うことにしよう．

　本節では前節とは多少異なった角度から，初期保有量の拡散効果に光を

当て，続く第26節，27節における分析に役立てたい。そのため，まず，

経済構成員の生存条件を要請しないr弱弱ワルラス均衡」の概念を導入し，

ワルラス均衡の存在間題を弱弱ワルラス均衡の存在問題と，ワルラス均衡

と5弱5ワルラス均衡との関係についての問題に二分して議論することにし

よう．

　まず任意の（瓦＞，の，p）∈グ×9×批に対し集合

を定義し，弱弱需要集合（weak　weak　demand　set）とよぶ．

　定義1〔弱弱ワルラス均衡〕　経済彦：（五，5ゾ，レ）→♂x9を所与とす

る．価格ベクトルp≠0∈鳳と可積分写像∫：・4→9が

　（1）　∫（α，）∈1）”＊（Xα，＞α，θ（α），P），a．e，α∈イ41

（2）か≦ル伽；

の2条件を満足するとき，（魑∫）を眉弱5ワルラス均衡（weak壷eak　Walras

equilibrium）とよぴ，∫を弱弱ワルラス配分（weak　weak　Walras　allo－

cation），pを弱弱均衡価格ベクトル（weak　weak　equilibrium　price

vector）とよぷ．

　経済審において各経済構成員の生存条件が満たされるならぱ，弱弱ワ

ルラス均衡は弱ワルラス均衡に一致する。

定理1〔弱弱ワルラス均衡の存在〕任意の経済謬：（五，」ゾ，り）→ノ
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×ρに対し，その弱弱ワルラス均衡（p，∫）が存在する．

証明　まず記号を簡略化し

β（α，P）＝＝β（Xα，P・θ（α），P），』

D（α，P）：ニヱ）（Xα，＞α，P・θ（ω），P）

Z）卸（α，P）3ニ1）ω（Xα，＞α，P・8（α），P）

と書き，さらに　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　　　hざα＊＝＝Xα∪｛θ（α）｝，

　　　　　　　　　B＊（α，P）：ニB（Xα＊，P。θ（α），P），、

　　　　　　　　Pぜ（α，P）＝Pω＊（Xα，＞α，θ（α），P）

を定義する．

　任意のα∈オ，p∈R無に対し，．灰α，p）はコンパクト集合だから，B（α，

p）≠φの揚合は普遍選好集合クの定義によりP（α，p）≠¢．したがって，

D（α，p）⊂P涙α，p）から常に0♂（の，p）≠φとなる．

　PE瑳＋を任意の価格ベクトルとし，Uをpのコンパクト近傍で瑳＋

に包含されているものとする．2つの実数を

　　　　　　　　　　　笹＝min｛P’l　P∈U｝伊

　　　　　　　　　　　物＝maxl捌P∈U｝，　　　　，

によって定め，各α∈五に対し
　　　　　　　　　　　　　の　　　　　ム　ヒ
　　　　　　　　　彿（α）＝max｛min　p・Xα『P∈U｝，

　　　　　　　　　忽（α）：ニmax侮Σ矧♂（α）1，鵠（α）｝

と置く。X：五→孝および8：且→9．は可測だから，，盟：オ→Rも可測で

ある．そこで，可測関数翫五一昭を　・　一　，　　　　，、

　　　　　　　　　　　　　α→（∀τ侮）M（α）

によって定義すれば，孝の定義およぴθの可積分性から，んは可積分

となる．そして，
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　（1）　（∀P∈U）（∀¢∈1）魚ワ＊（ω，P））　”の”≦ん（α）

が各α∈且について成立する．

　さて，下記の補題1から，弱弱需要集合関係Dω＊⊂－×9×が×ρは

クxgX岸×9のBorel藥合である。そこで，写像g：五X‘2→グ×ρX

R己×ρを

　　　　　　　　（α，の）→（（Xα，＞α），θ（α），P，の）

によって定めれぼ，gは可測であり，

　　　　　　　　　｛（α，灘）∈且xρ1澱∈Dω＊（α，P）｝

　　　　　　　　＝9一ユ（D”＊）

が成立する。よって，五から9への対応P♂（・，p）は可測である。し

たがって，可測選択の定理およぴ（1）から

　　　　　　　　　　か♂（・・P）4り≠φ

を得る．

　ここで，切断された価格単体を導入する．まず，ps＝ゆ∈璃1Σ多＝・プ

＝1｝とし，乃≧」なる各々の正の整数鳶について

　　　　　　　　　psな・＝勉∈PSI（∀ブ）Pゴ≧1／乃｝

を定義する．そして，．P亀からがへの対応．職

　　　　　　　　　魍五ωゼ（・・P）一θ｝伽

をよって定義する．

　各α∈且について，、ρ♂（α，・）：R無→ρは閉対応となることを示そう．

（翫，妬）→（p，¢），翫∈1㌔＊（α，pη），（π＝1，2，…），とする．B（α，p）≠φの揚

合は標準的な議論によって¢∈Dψ＊（α，p）が成立する．B（α，p）＝φの場合，

p・8（α）＜minp・XGだから十分大きなすぺてのnに対しZ）♂（¢，pπ）＝

｛θ（α刀である。ゆえに，このときもの∈Z）ω＊（ω，p）となる．
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　したがって，（1）および数学注24・1．（2）により，P臨の上で定議され

た対応Fκに関し，定理24．1の証明中の（i）から（v）一までのすべての性

質が成立する・そこで定理24．1の証明に用いた形の不動点定理をそれぞ

れの瓦（乃≧Z）について適用すれば，条件

　（2）五（¢）∈∂♂（α，Pκ），灸e．α∈オ1

（3）（∀P∈P醜）五（繍レ⊂E≦勉・）

を満足するような価格ベクトル毎∈P亀と五から9への可積分写像

ゐの組（p鳶，九）が各焉≧δについて存在する．（3）において特にp＝（1μ，

。。 1μ）　と取れびま　”

（4）五（幌＋…禰軽∠（鼻・・＋鋤

を得る・よつ耐ぺての乃≧醜しか伽はコン例集合

　　　　　　　｛副Σ’の’≦五Σ幽（∀ブ）¢’≧β｝

　　　　　　　（ここでβは消費集合の普遍集合謬の

　　　　　　　定義L4に現れるβである）

に属する・したがつて・一般性を失うことなくか4ンー2と仮定する・多

次元Fatouの補題（数学注242）により，ある可積分写像∫：且→ρに対

し

　（5）（i）∫（α）∈Ls（九（α）），乱亀α∈五1

　　　　（ii）かレ≦21

が成立する。ここで（3）．は，すぺてのp∈∪髭PS恋二鵡＋∩PSに関して，

帥かレ・となることを意味しているから・12≦かでなけれぱなら

ない。よって婁（5）（ii）より　　　　一　　　　　　　　、、
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（6）かレ≦五・距

を得る．

　すぺてのあ≧Zについて，毎は価格単体PSに属するから（p為）の収

束部分列が存在する．一般性を失うことなく毎→p∈P8とし，今後この

pを固定して考える。

　（5）（i）から，まず，

　（7）∫（α）∈B＊（ω，P），晒α∈五，

が成立している．

　β（α，p）＝φならば十分大きな乃に対しB（α，p盈）＝φとなるからD釦ワ＊（α，・り

仰）＝｛θ（α）｝であり，したがって∫（α）＝θ（α）となる。，己B（α，p）≠φとする。

P・θ（α）＝infp・Xαならば1）ω＊（α，P）＝B＊（α，P）だから∫（α）∈B＊（α・P）は

ノ（α）∈ヱ）♂（α，p）を意味する，p・θ（α）＞inf　p・Xαならば，ナ分大4き奉すぺ

てのあについてP冷・θ（α）＞infpガXαとなるから，∫駁α）∈1）♂（α・P彪）は

五（α）∈1）底α，p彫）を意味する．2∈Xα，p・z＜p・θ（α）とすると，十分大きな

乃に対し，pガZ＜p七・θ（α）となり，したがって，z｝轟（φが成立する．

選好関係（X、，＞。）の連続性からβ〉卜α∫（α）を得る，ゆえに，

　（8）∫（α）∈D田＊（α，P），a・じα∈五，

が証明された．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～
　（6）と（8）から（p，∫）は弱弱ワルラス均衡である。■

つぎに，定理1の証明中に必要となった補題を証明する・

補題1弱弱需要関係　1）♂⊂グxgX鵡×52魅はBoreL集合である。

証明　ク×9×躍×9の部分集合θ蛋，乞＝1，…，6，を　・、

　　σ1：＝｛（考＞，¢，P，四）1葬B（勘吻，P）で，、乞掬⇒P・庭圃・

　　σ2：＝｛（渇＞，劣，P，9）IP・の＞infp・X｝，
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　　　03＝｛（溝＞，の，P，写）1Ψ∈B（瓦P・¢，P）u｛の｝｝，

　　　σ4＝｛（瓦＞，の，P，Ψ）IP・Finfp・X｝，

　　　σ5＝｛（X，＞，¢，P，Ψ）1¢＝Ψ｝，

　　　σ63＝｛（瓦＞，¢，P，〃）1μ＜infp・X｝，

によって定義する，σ2，σ6は開集合，σ3，σ4，σ5はいずれも閉集合である

ことを容易に確認できる．σ・の可測性を示すためには

　　　D”1＝｛（瓦＞，ω，P，¢）∈4×丑×R琢ρ1託β（瓦ゆ）で，

　　　　　　　　　　　2＞¢⇒P・2≧切

が可測であることを示せばよい・なぜならぱσ1は可測写像（瓦＞，の，p，

Ψ）目（及＞，p鵬p，Ψ）によるDωの逆像となるからである．Dωは弱需要

関係に他ならない，したがって，Z）ω⊂グ×R×蹴×9がBore1集合であ

ることは，命題7．2における需要関係P⊂クXR×激×9がBore1集合

であることの証明を多少変更することで示される．実際，命題7．2の証明

をつぎのように修正すれぱよい．む＝（溝＞，ω，p）とし，Dπ（む）の定義を

　　　　瑳（・）一｛蛎B（む）1ゐ（オ）凋：1紫麹雛

と変更する，そして，主張の証明における集合Fを

　　　　　F富｛（‘，の，忽）∈T＊×ρ×ρ1¢，Ψ∈B（孟），¢翔

　　　　　　　∩｛（オ，の，Ψ）∈T＊×ρ×ρI　P・¢＜ω｝・

と定義し直す・集合Fは閉集合と開集合との交わりであるからBorel集

合である．このFを用い，さらにD（む）をすべてPω（孟）に置き換えれ

ば，命題7、2の証明は弱需要関係Z）”がBore1集合である三とを示して

いる．

　以上で各θ一，¢＝1，・一，6，がBore1集合であることが分ふった．ところ

が弱弱需要関係1㌔＊は

　　　　　　　Ptp＊＝（（享1∩σ2）U（σ3∩（穿4）∪（σ5∩θ6）
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と書けるから，D。ゆ＊はグ×ρ×E奪×9のBorel集合である．■

定理1の系としてつぎの弱ワルラス均衡に関する呑在定理を得る．

　命題2〔弱ワルラス均衡の存在〕　所与の経済ぎ：（且，瀦〆，り）→グ×ρ

において生存条件が満足され’るなら，つまりθ（α）∈Xα，a．軌α∈五，であ

るなら，彦の弱ワルラス均衡（p，∫）が存在する・

　さて，定理1によって，本論のフレームワークの中では，弱弱ワルラス

均衡の存在が制約条件無しで成立することが明らかとなった・そこでつぎ

に，いかなる制約条件の下で弱弱ワルラス均衡はワルラス均衡となるのか，

これを考えたい．

　基本的な条件は2つある．第1は，需要対応の上半連続性が保証される

こと．第2は，各構成員の生存（surviva1）が保証されること、この後者

のために我々は経済の既約性と五　int加を要請する・前者に対

しては，初期保有量分布の完全分割可能財の方向への拡散性と選好関係が

持つ完全分割可能財の優先性によって対処する・

　なお，下記の存在定理には，財の自由可処分性を仮定しな恥形の命題

（皿）も含まれているが，この点に関しては本質的な解決を与えていない

（下の注2を参照せよ）．

　命題3〔弱弱ワルラス均衡とワルラス均衡〕93≠φとする。また，

経瀞（蝋か伽×ρは既約性を持ち，かつか∈int加

とする．このとき，ぎの初期保有量分布μ，が完全分割可能財の方向へ

拡散的であれば，彦の任意の弱弱ワルラス均衡（p，∫）はワルラス均衡で

あり，かつ価格ペクトルp∈鵡はすぺてのブ∈9βに対しプ＞0を満

足する．
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命題3の証明は，つぎの定理4の証明の中で与えることにする．

　定理4〔ワルラス均衡の存在H〕96≠φとする．

・籏芦鰻（廷誰鳩繊灘犠銑㍊蒲
の方向へ拡散的であれぱ，彦のワルラス均衡＠，∫）が存在し，その価格

ペクトルp∈璃はすぺてのノ∈98に対しグ〉0となる．

　（H）　上記（1）においてぎ（五）⊂ノ。¢¢，．¢X9ならぼ，（1）におけ

る（p，∫）はp∈砿＋を満足する．

　（皿）　上記（1）においてぎ（五）⊂ノ。醐，切α，；π、×ρならぱ，ρ∈瑳＋お

よぴ レー 　満足するワノレラス均衡（第力が存在する．

　証明　（1）の条件を満たす経済彦を所与とする．定理1より経済彦

の弱弱ワルラス均衡が存在する．したがって，命題3を証明すれば（1）

も同時に証明されたことになる，

　そこで今（p，∫）を経済謬の弱弱ワルラス均衡としよう．以下，記号

は定理1の証明中に導入したものを用いる．集合擢＊⊂4を

　　　　　　　　　晒＝｛α∈刈infp・ろ＜P・θ（ω）1

によって定義すれぱ，数学命題7。3より｝V＊∈瀦〆，である．したがって，

戊〆一可測な集合rでIV△確＊がレ零集合となるものが存在する．条件

か　intかレより綱＞・である．各一についてD⑩＊（傷p）

＝・0ω（α・p）であることに注意すれば，定理21．2の証明における議論と全

く同様に（定理21・2において仮定される選好関係の局所非飽和性は，こ

こでの議論にかかわりある箇所では使用されないことに注意しよう），

（1）∫（α）∈P（α，P），嬬α∈研；

（2）（∀ブ∈9β）グ＞Ol

の成立することが，初期保有量分布μ，の完全分割可能財の方向への拡散
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性および各選好関係の完全分割可能財の優先性から導かれる．

　つぎに，丁冨ム研と置くと，

　（3）　ッ（T）＝0

であることを示そう。仮にレ（T）＞0であったとする・Tのほとんどいた

るところP。θ（α）≦infp・Xoだから

　　　　　　　P・五θ伽≦かf岬り一infp・加

となる．したがって，・

（4）P・ （θ一肋≦・

を得る．経済ぎは既約性を持つから，

　　　　　　　　3＋炉∈ゐ剛の＞漁）｝伽

を満足するペクトノ…五（8－x）伽力糀する・よつて・ある可測関数

93甲→ρに対し

　　　　　　　　　　　9（α）＞α∫（ω），αe・¢∈『1

　　　　　　　　　　　ゐ94レー2＋かレ1

が成立する，ところが（1）から

　　　　　　　　　　P・9（α）＞P・∫（α），灸e・α∈『，

である．（4）を用いれば

　　　　　　P・炉＜P・ゐ9伽一卿・か≦P・∫1卿

を得るが，これは矛盾である．

　（1），（2），（3）によって命題3および定理4の（1）が証明された，

　（H）を証明するには，追加的に選好関係の弱デザィアラピリティーを

仮定すれば，
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　（5）（∀ブ）P’＞o

が成立することを言えぱよい．（2）よりゴ∈9βならば〆＞0である，’

そこで，仮にあるゴ∈9呂に対し，グ＝0であったと想定してみよう．選

好関係が弱デザィアラピリティーを示すから，各々のω∈且について

　　　　　　　ノ＞∫ゴ（α），♂≦∫虚（α）（ぢ≠ゴ），3＞α∫（α）

を満たす消費ペクトル2∈X、が存在する．しかし，p・2≦pゾ（α）≦p・θ（α）

だから，これは∫（α）∈Z）（α，p），a．③α∈オ，に反する．

　選好関係はさらに局所非飽和性をも満たすと仮定した上で，最後の（皿）

の証明に入ろう．

　まず，定理1の証明における（2），（3），（5）を満足する（舞，九）冶およ

ぴ上記（1）のワルラス均衡（p，∫）を考える．仰→p，∫（α）∈Ls（ん（α））

＆e．α∈且，が成立している．上記（5）より（∀ブ）プ＞0である．ここで

p∈．PSのδ近傍を

　　　　PR（P，δ）＝＝｛の＝（ガ，…，♂）∈P矧（∀ブ）1♂一ゲ1＜δ｝

によって定義する．各ブ＝1，…メに対しプ＞3δとなるような正数δ＞0

を固定しよう。つぎに，整数乃1＞zを，乃〉乃1⇒p彫∈PR＠，δ），となるよう

に定め，さらに整数碗＞砺を，δ＞1／乃2となるように定める．そうすれぱ，

　　　　　　　　　乃＞乃2＝〉PE（P，2δ）⊂PSん

が成立する。そこで，

（6）五砂一∫θ郎＞砺

の成立することを示そう．乃＞碗とし，

　　　　　　　　z㌃一（2L…2え）一μ一θ）伽

と置く・2彫≠0であったと仮定してみよう・2。種類のケースが考えられる．

　ケース1あるゼ，ブに対レ毒＜4，例えば姦く雌，となる場合，
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　pO：＝（嫉一δ，嫉十δ，域，…，嫉）　と置く。擁∈PE（p，δ）　だから　pO∈

PR（p，2δ）である．¶よって，Po∈．P臨となる．したがって，（毎，ゐ）の決

め方から

　（7）Po・3を≦0

となる．　しかし，一δ蒙十δ堤＞0だから

　（8）P。職＝（嫉一δ）2汁（P肝δ）宕計P誠＋…＋P縁＞鯉～彦

が成立する．

　ケース2　2髭＝羅＝…＝義．

　（∀ブ）擁＞0だから毎≠0は（∀ゴ）嬬＜0を意味する．したがって，

　（9）P産職くo

となる．

　さて，五（α）∈．Z）♂（α，勉），a．e．α∈且，だから，各選好関係（Xα，＞α）

の局所非飽性の結果

　　　　　　　　　Pガ五（α）＝P㌃・8（α），乱亀α∈孟，

を得る，これは

（・・）隅一P陀・ （五一θ）顔・

を意味するが，ケース2の揚合の（9）と矛盾する。ケース1の揚合は，（8）

と（10）からPo・～滝＞0となるが，これは（7）に反する．ゆえに，（6）が

証明された．

　以上の議論から（1）における配分∫が

　　　　　　　　　　　　かレーかレ

を満足するワルラス配分であるとは断定できない．しかしながら実は，す

ぺてのあ〉碗について（麟）は　∈ぬか　五ゆを満足す

るワルラス均衡となる．これを以下に示そう．
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各乃＞碗に対し

　　　　　　　　職＊＝＝｛α∈刻infpガXα〈P勘・θ（α）｝

とし・上の証明において研＊からrとTを定義したのと全く同様に，

可測集合｝残と丁滝とを定義する．すべての乃＞海2に対し，窺∈鵡＋と

なるから，初期保有量分布μθの完全分割可能財の方向への拡散性と定理

5．1より，

P為・8（α）∈Jp（x。），a．Gα∈且，

がすべての乃＞碗に関して成立する．よって，乃＞碗について

　（11）五（α）∈P（α，P髭），亀亀α∈肱，

が成り立つ．さらに，上の（3）の証明と同様に

　（12）レ（T㌃）＝0，為＞乃2，

を証明することができる．

　（6），（11），（12）は，すぺての焉＞焉2に関し，（毎，五）が擁∈母＋，

か　かを満足するワルラス均衡であることを示している・

　以上で定理4の証明が完了した．薗

注・定理4の（皿）は・P鴫およびか一かを満たすワル

ラス均衡＠，∫）の存在を主張している．したがって，我々がワルラス均

衡の定義16，1に関して注意を与えた財の自由可処分性の間題を，一見解

決しているように見える．しかし，これは見せ掛けの解決にしか過ぎない

ことに注意しておこう、

　自由可処分性の問題を解決するには，財が“好まれない財（bads）”にな

ることを許容し，価格が負の値を取ることによって，財の需要と供給とが

一致する事を保証しなければならない．しかし，上の（皿）においては事

実上すぺての財は好まれ，すぺての価格が正の値を取る．したがって，経
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済学的観点からすれぱ，すぺての財が好まれるがゆえに財を処分すること

の必要が生じなくなっただけである．

　自由可処分性の問題は有限経済のフレームワークにおいては完全な解決

が見られている（例えぱ，McKenzie（1959，1981）参照）．しかし，本論

におけるような経済構成員の測度空間を有する経済においては，この問題

の本質的解決は現在のところ与えられていない．

　このような有限経済と“無限”経済の相異はつぎの点に依拠する．有限

経済において，各経済構成員に対する配分は，経済全体で利用可能な資源

の量によって制約されるため，一様に有界である．ところが，無限経済に

おいては，ある個人への配分は必ずしも経済全体の平均資源量によっては

制約を受けない，したがって，各経済構成員への配分を一様に制約するよ

うな内在的な制約は存在しない．このため，無限経済における均衡の存在

証明では，人為的な切断が消費集合あるいは価格単体に対して施される．

切断を受けた経済列における均衡配分の列を考え，それに多次元のFatou

の補題を適用して配分の“収束部分列”を求め，その極限が元の経済の均

衡配分となることを証明する．これが既知の一般的手法である．自由可処

分性の問題が発生するのは最終段階においてFatouの補題を適用するこ

とにある．極限となる配分は一般に需要と供給を等号では結ぱないからで

ある．等号が成立するには，切断された経済列における均衡配分列が一様

可積分でなければならないが，これは一般には成立しない．以上のように

“無限”経済の均衡解存在にかかわる自由可処分性の問題は未解決である・

26．コアの決定性

　完全分割可能財のみからなる財空間9を考えた場合，経済彦のコア

とワルラス配分の集合は一般的に一致する（第19節参照），このAumann

の“ 典的”定理によって，コアの決定性の問題は純粋にワル・ラス均衡の
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決定性の問題に帰着するものと多くの経済学者に考えられてきた，しかし

第6章の分析に見るように，財空間ρの凸性が保証されないような世界

では，コアとワルラス配分の集合の関係は，Aumannの想定していた関

係よりも相当微妙なものにならざるを得ない．したがって，本節における

我々の目的は，コアの決定性に関する諸命題を一括して採り上げることに

ある．本節における諸命題はすぺて第18－21節および第25節において得

られた命題を結合することによって導かれる．

　まず，弱コアに関する存在問題から始めよう．本論のフレームワークに

おいて，弱コアの非空性は生存条件の仮定の下に成立する．

　定理1〔弱コアの存在〕　経済謬：（11，．財，レ）→ノ×ρが各経済構成員

の生存条件を満足すれば，すなわちθ（α）∈Xα，亀亀α∈且，であれば，

　　　　　　　　　　　彩”（ぎ）≠φ

が成立する．

　証明　経済ぎを所与とし，生存条件を満足するものとしよう．命題

18．1より

　　　　　　　　　　彰グ勧P（雰）⊂留ω（ぎ）

である．　ところが，命題25．2から努グ底謬）≠φが成立するから，

留ψ（ぎ）≠φを得る．■

　つぎに，コアの存在問題に移ろう．コアの存在問題に関しては，2つの

角度からこれにアプローチすることが可能である．第1は，例18．1に見

られるようなワルラス均衡の存在が保証されないセッティングで，コアの

存在問題を論ずることである．第2は，Aumannの定理あように，コア

とワルラス配分の集合の同値定理が成立するようなフレームワークに限定

することである．

　第1の視点から入ろう．第20節において同様の視点から同値定理を論
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じたときは，本質的議論展開を浮き彫りにするために，初等的財空間に限

定した分析を行った．ここでは一般的な財空間を扱うことにしたい．した

がって，より一般的な弱正ワルラス均衡の定義を以下に与えることにする．

本節ではga≠φを仮定する．

定義1〔弱正ワルラス均衡，弱正ワルラス配分〕彦：（且，．財，P）→4

×9を任意の経済とし，（p，∫）を彦の弱ワルラス均衡とする．価格ペク

トルp∈激が任意のブ∈gaに対しが＞0を満足するならぱ，（p，∫）

を弱正ワルラス均衡（weakly　positive　Walras　equilibrium）とよぶ．こ

のとき配分∫を弱正ワルラス配分（weakly　positive　Walras　allocation）

といい，それ全体の集合を刎誕謬）と書く．

命題2　経済謬：（五，5ゾ，レ）→グxρがつぎの条件

　　　（ヨブ∈ga）（ヨε毛且→］0，00［）［θ（α）一ε（α），8（α）］⊂Xα，

　　　乱亀α∈且，ε（α）：＝（o，…，εノ（α），…，o），

を満足すれぱ，

　　　　　　　　　　彫グ易（ぎ）⊂留（雰）

が成立する．

この命題の証明は本質的に定理20．1の後半の証明と同一なので省略す

る．

　注1定理20．1の同値定理の拡張としてつぎの命題を得られることも

明らかであろう。命題　経済彦：（五，論〆，レ）→ノ伽、，。面×9は，上記命題

2の条件を満たし，かつ非完全分割可能財から来る所得の充分性（定理

21．2参照）を満たすものとする．このとき，刎駁審）＝留（彦）が成立す

る．
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　定理3〔コアの存在1〕　経済彦：（且，』財，レ）→ノ。醐×9は各経済構成

員の生存鰭！垂就釧もしく朗卜完全分割可能財から来る

所得の充分性），および命題2の条件を満足するものとする．このとき，

　　　　　　　　　　　　　留（彦）≠φ

が成立する．

　証明　命題2より刎叙彦）≠φを示せばよい．ところが，命題25．2よ

り劉涙彦）≠φであるから，（p，∫）を弱ワルラス均衡としたとき，価格

ベクトルPが条件

　　　　　　　　　　　（∀フ∈9’8）〆＞o

を満足することを示せばよい．この条件の成立することは，選好関係が完

全分割可能財の優先性を持つことおよび非完全分割可能財から来る所得の

充分性から導かれる．（定理21．2の証明を参照せよ．）国

　最後に，第2の視点に立ったコアの存在定理を与えよう．これはワルラ

ス均衡が存在するような経済環境の下でコアが非空になることを主張する

に過ぎない．

　定理4〔コアの存在H〕経済彦：（孟，論〆，レ）→ノ。面×ρは既約性を持

ち・か所　輔肋とする・このとき・経鰐の初期保有量

分布μ・が完全分割可能財の方向へ拡散的であれば，

　　　　　　　　　　　　　留（彦）≠φ

となる．

　証明　経済ぎに対する以上の条件の下で，　定理25．4．（1）より

刎（ぎ）≠¢である．ところが一般に刎（彦）⊂留（謬）が成立するから

（命題18．1参照），留（ぎ）≠φを得る．■
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27．近似均衡

　第24と25節とにおいてワルラス均衡の存在問題を分析した．本節の目

的は有限経済における均衡解の存在問題を考えることにある．

　本論のセッティングにおけるように財空間ρが凸集合ではない揚合，

所与のある有限経済における均衡解の存在の困難は2重に生じる．第1は，

財空間9の連結性（connectedness）の欠如を，単純な集計の効果（第9

節参照）によって補い得ないことである．第2は，例え有限経済をその連

続体表現で置き換えたとしても，第5章の分析におけるような集計による

連続化効果・スムージング効果は発生しないことである．

　以上の間題に対処するため，ワルラス均衡が要求する諸条件の制約を緩

和し，近似的に制約条件を満足するような均衡を考えることにする．近似

均衡（approximate　equilibrium）｝こおいて緩和される制約はつぎの2点で

ある．第1点は，すぺての経成構済員が需要ベクトルを配分されるという

こと．第2点は，配分が経済全体において正確（exactly）にフィージブル

であることである．

　配分のフィージピリティーを要請しない均衡に対し，我々は一見違和感

を禁じえないかもしれない．しかし，正確なフィージピリティーを近似的

フィージビリティーに置き換えることにより，我々は徴少の在庫調整によ

って達成可能な，しかも在庫調整のコストが微少な近似解を考えるのであ

る。財の非分割性を明示的に認めれぱ，この種の調整の必要性は，我々の

直観と懸け離れているとは言い切れないであろう．

　まず以下で新たに使用する記号を幾つか定義しておこう．任意のの＝

（∬1，…，♂）∈E忍に対し

　　　　　　　　1¢1＝（1の11，…，1鋼），

　　　　　　　llのll♂max｛しのゴ1け＝1，…，Zl，
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と定める．PSは第24節で定義した価格単体である．PS。・ニ．PS∩R無と

する．任意のp＝（p1，…，pε）∈PS。に対し

　　　　　　　　　δP：＝1／min｛P’1ブ犀1，…，η

と置く．彦：11→ク×9をある有限経済とする．このとき，彦に対し

　ゐr＝ニmax｛”8（α1）十…十θ（α彦）li。。！各α，は互いに素で吻∈．4σ＝1，…，Z）｝

を定義する，また，有限経済彦の総弱需要（平均弱需要）は

　　　　　　　　　　　1　　　　　　φωr（P）＝＝一Σα巳4z）ω（xσ，＞α，P・θ（α），P）

　　　　　　　　　　畑

である．需要集合，弱需要集合については前々節および前節と同様な簡略

化した記号を用い，．0（α，p），1）訳α，p）等と書くことにする．

　最初の定理は，所与の有限経済における近似均衡の存在を主張するもの

　　　　　　　　ロ　　　　
である．この均衡が近似であるゆえんは，［1］各構成員の受け取る消費ベ

クトル∫（α）が需要集合ではなく，弱需要集合に属すること，［2］（平均）

超過需要の市揚価値はほとんど0になっていること，［3］配分∫：五→ρ

は必ずしもフィージブルではなく，一般的には，わずかながら超過需要が

非正になる可能性があること，である．

　定理1〔有限経済における近似均衡の存在〕ρを初等的財空間とする．

有限経済彦詔→ク。麗，麗，珈、×9がつぎの条件

　（i）　（∀α∈。4）Xα＝ρ∩R奪；

　（ii）　（∀α∈五）θ（σ）∈Xα1

　（iii）Σαe4θ（α）∈intΣ面Xα1

を満たすならば，

　　　　1　（iv）一Σα∈4θ（α）∈COφ雌（P）

　　　佃

を満たす価格ベクトルp∈・PS。が存在する．この条件を満たす任意の価

格ベクトルpに対し，（∀α∈五）pプ（α）＝p・θ（α）となる経済ぎの配分ヵ
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五→9とΣα∈4g（α）＝Σα巳48（α）を満足する写像g：且→R‘が存在し，以

下の条件を満たす．

　［1］（∀α∈且）∫（α）∈D．。（α，P）；

　［2］P・1Σ側（∫（α）一θ（α））1≦P・Σ側1∫（α）一9（α）1≦2ゐ謬1

　［3］liΣα∈4（∫（α）一θ（α））”。。≦Σ畑『1∫（α）一9（α）『1。。≦2δP6r．

　定理を証明するためにつぎの補題を証明しておきたい．

　補題1‘2を初等的財空間とし，経済ぎ：（且，．y，レ）→ク。面，匂膨¢，肋、×9

はつぎの条件

　（i）　Xα＝ρ∩E奪，＆e』α∈且1

　（ii）　θ（α）∈Xα，灸e．α∈且；

（iii）か∈int∫肋1

を満足するものとする・このとき，経済彦の弱ワルラス均衡（p，／）で

P∈醜よびか一かを満たすものが存在する・

　証明　命題252より，経済謬の弱ワルラス均衡（p，∫）が存在する．

ここで，条件（hi）および選好関係（xα，＞α）が完全分割可能財の優先性

を示すことから，

　（1）プ＞o

となることが，定理212の証明と全く同様な議論によって導かれる．一

方，選好関係（Xα，＞α）の局所非飽和性から

　（2）　P・∫（¢）＝；P・8（α），乱e，α∈。4，

が成立していなければならない．配分∫はもちろんフィージブルだから

（3）か≦か

である．（1），（2），（3）の条件は特に第Z財に関し

（4）五価一か加

であることを意味する．補題の条件（i）一（iii）により，（4）は，あるS∈
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㌔∫～〆，レ（S）＞0，およびあるε＞0に対し

　（5）∫弓（α）＞ε，鴫α∈s，

が成立することを意味する．

　さて，補題の主張を証明するために

　（6）（∀ブ＝1，…，♂）P’＞0

を示したい．今，ある乞≠‘について，p‘＝0であったと仮定してみよう．

選好関係（Xα，＞α）の弱デザイアラピリティーにより，五のほとんどい

たるところ

　　　　　　　z‘＞∫‘（α），ノ≦∫ゴ（α）（ブ≠ゼ），2＞α∫（α）

を満足する消費ベクトルg∈Xαが存在する．ここで2つのケースを考え

る．

　ケ㌣ス1　♂＜∫‘（α），

　　この揚合は（1）より

　　　　　　　　　　P・β＜P・∫（α）≦P・θ（α）．

となり，∫（α）∈1袖（α，p），a，e．α∈且，に反する．

　ケースn　♂＝∫てα）．

　　この揚合は（5）よりSのほとんどいたるところ

　　　　　　　　ず＜∫こ（α），♂＝2’（ブ≠‘），＠＞α∫（α）

を満足する消費ベクトル写∈Xαが存在する．したがって，ケース1の議

論をこの鮮に適用し矛盾が導かれる，

　よって（6）が証明された．（2），（3），（6）から

（7）か一か

の成立を得る．囹

　定理1の証明　定理1の諸条件を満足する有限経済を審：五→ク。粥，蝿，

傭×ρとし，つぎのような彦の連続体表現を考える．糊＝πと置き，4
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＝｛α、，…，砺｝としよう．4＊＝＝（0，1］，』財：＝詔（（0，1］）と定義し，レを（0，

1］上のBore1－Lebesgue測度とする．

　　　　　　　　　且ノー（崇募レーい・窩

とすれば，｛ん＊｝’は互いに素なガの可測分割である．しかも，各ブに

ついてッ（均＊）＝1／πとなる．つぎに，可測写像α：ガ→五を，α（α）＝砺，

α∈且ノ，によって定義し，写像彦ち（澄，．γ，レ）→グ。醐，甑，伽×ρを

　　　　　　　　　　　　　　ぎ＊：＝彦。α

と定めれば，審＊は1つの経済であり，かつ

　（1）μr・＝侮

となる．

　経済彦＊の定義から，ぎ申は補題1の諸条件を満足する．よって，経

酵の弱ワルラス均衡（姻でP諦およ所伽孤鋤
を満足するものが存在する．（ここでθ零：ガ→9はpr2。彦＊：澄→9で

ある．）

　　　詣L痴）一ゐ緬

　　　　　　　　　　一ゐ伽∈か（鴉P）伽一・・軋r（P）

が成立する．ここで最後の等号は，（津，．財，レ）がアトムレス測度空間で

あること，および数学注8．6の（1）と（4），上記の条件（1）から従う．

これで定理の前半が証明された．

　条件（iv）を満足する任意のp∈PS。について，Shapley・Folkmanの

定理（補題9．1）により，あるS⊂五，＃S≦乙，に対し

　　　　　　　　（∀α∈五、S）　9（α）∈Dω（α，P）1

　　　　　　　　（∀α∈且）　9（α）∈coDω（α，P）1

　　　　　　　　　　　Σ紐9（¢）∈Σα∈4θ（α）1
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を満たすg：且→かが存在する，そこで，経済彦の配分ヵ五→9をつ

ぎのように定義する，α∈掛Sに対しては∫（α）＝g（α），α∈Sに対しては

∫（α）∈P（α，p）⊂D試α，p）を任意に選ぶ．選好関係（X、，＞α）の局所非飽

和性により

　　　　　　　　　　　（∀α∈且）P・∫（α）＝P・θ（α）

が成立する。また，g（ω）∈co　D涙α，p）だから，（∀α∈五）p・g（α）＝p・θ（α）

となる．

　以下，条件［2］と［3］が成立することを示そう．

　　　　P・1Σ¢磁（∫（α）一8（α））1＝P・Σ1側（∫（α）一9（ω））1

　　　　　　　　　　　　　　　≦P・Σα訓∫（α）一9（α）1

　　　　　　　　　　　　　　＝P・Σαesl∫（α）一9（α）1

　　　　　　　　　　　　　　≦Σα目ε（Pゲ（α）＋P・9（ω））

　　　　　　　　　　　　　　＝2P・Σα∈8θ（α）

　　　　　　　　　　　　　　≦βIIΣα∈8θ（α）』

　　　　　　　　　　　　　　≦2δ謬＝

　　　　lIΣ鯉（∫（多）一8（α））ll。。＃IlΣα∈4（∫（α）〒9（α））1』

　　　　　　　　　　　　　　≦Σα巴411∫（α）一9（¢）ll㎝

　　　　　　　　　　　　　　＜P・Σ側1∫（α）r9（α）l

　　　　　　　　　　　　　　i　minげiブ＝1，…，Z｝

　　　　　　　　　　　　　　≦2乙Pゐr，

これで定理1の証明が完了した．■

　　　　　　　　　　　　　　ノ　　ず　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　マロキロ

注1上記定理1において財空間ρを初等的な財空晦脚すること

は好ましくないが，これまでの文献と比較すればこれ以上一般的な財空間

の範囲で近似均衡を論じたものは’ない，Brdome（1972）やKhan　and

Rashid’ 1982）も同様な財空間を用｛・て議論を行っている．定理1の証明r

においでρを初等的なものに限定した理由はr　P∈psg・を示すことにあ

　　　　　　　　　　　　　　　　1万



　　　　　　　　　一橋大学研究年報　経済学研究　26

った．そこで，より一般的な財空間ρを許容し，さらに消費集合に関し

てもXα＝9∩塒というような制約を課さないとすれぱ，つぎのような仮

定が必要となる．

　　　（∀2∈X）（ヨブ∈92）（ヨε＞0）2’＞〆（α）⇒［2一句，2］⊂Xα．

ここでε，は第ブ成分がε，他の成分はすぺてoのベクトルである．

　手っ取り早く財空間と消費集合に関する制約を弱めるには，つぎのよう

なrすぺての財の優先制（theoverridingdesirabilityofeverycommodity）」

一つまり，任意の火＝1，…，Z），任意のω，写∈Xに対し，ノ＞ず，♂≦ず

（¢≠プ），2＞ωを満足する2∈Xが存在する一を選好関係の性質として

仮定すれぱよいが，この種の仮定は選好関係の性質としては余りにも特殊

であり，許容されるぺきではないであろう．

　定理1が与える有限経済における近似均衡においては，ほとんどの経済

構成員の消費ベクトルが必ずしも需要集合には属さない．この点を改善し，

ほとんどの構成員が需要集合に属する消費ベクトルを受け取るような近似

均衡を考えたい，この目的を達成するためのコストは，ある任意の有限経

済における近似均衡ではなく，1つの有限経済列における近似均衡を考え

ねぱならないことにある．すなわち，ある有限経済列の極限定理の形で近

似均衡の存在を論じるのである。第24，25節における均衡の存在定理に

かんがみ，有限経済列における初期保有量分布は漸近的にその拡散の度合

いを増さねばならない．そこで，つぎのような漸近拡散性の概念を導入し

よう．（もちろん，所与の有限経済においてその初期保有量分布は拡散的

では有り得ない．）

　定義1〔純粋に競争的な有限経済列における初期保有量分布の漸近拡散

性（Asymptotic　Dispersedness　of　Endowment　Distributions　along　a

Purely　Competitive　Sequence，of　Finite　Economies）〕　Tを消費特性空
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間－×ρのある部分集合とし，（彦π）πを丁上で純粋に競争的な有限経

済列とする．（彦％）ηの初期保有量分布が漸近拡散的（asymptotically　dis－

persed）であるとは，彦πの選好・初期保有量分布阪の極限分布μが

弱拡散的初期保有量分布を持つこと，すなわち，μの誘導する（消費集合

Xが与えられた下での）条件付き富分布μψ．1ーが，任意のp∈E無につ

いて侮ほとんどいたるところアトムレス測度となることを意味する．

　定理2〔有限経済列における近似均衡の存在〕一ρを初等的財空間とす

る。定理1の諸条件を満足する有限経済からなる（彦π）πがグ。翻，幌，伽

×9上で純粋に競争的であり，しかもその初期保有量分布が漸近拡散的で

あれば，各πについて，価格ベクトル拓∈．PS。と有限経済彦πにおけ

る配分み：塩→9からなる組（翫，ノ裕）でつぎの条件

　［1］（∀α∈オπ）み（α）∈D鱒（ω，P）1

［2］1i叫（意）＃侮∈晦⑩）∈D＠P）｝一・1

“［3］li叫（義）恥魚・）蘭））一傷

　　　（ここで鉦＝1）r2。ぎゼ毒→9である）；

を満足するものが存在する．

　証明　－。ω，麗，1π、×ρ上で純粋に競争的な有限経済列（彦π）％が定理

の諸条件を満足するものとしよう．そして，その連続体表現を（彦：（オ，

論〆，レ）→ク。‘4，醐，菖％8×52，απ：且→轟，％＝1，2，…）とし（命題23．1参照），

　　　　　　　　　ぎ需＊＝＝彦π。απ，　6π＊呂＝pr20彦惚ホ

と置く．

　補題1より各％に対し経済彦♂の弱ワルラス均衡（働，g処＊）で，

（・）翫∈断∫パ伽一Fポ’『一
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を満足するものが存在する．

　一般性を失うことなく翫→p∈PSと仮定してよい．まずp∈PS。であ

ることを示したい．各πについて

　　　　　　　μ♂り⊂蹴1

　　　　　　　五幽≦∫融一∫・伽＜・・

　　　　　　　　　　（ここでσ＝pr20審：．4→9）1

だから・（五叫は有界である・した力雪つて・定理25・の証明におけ

る議論と同様に，多次元Fatouの補題を適用し

「、（2）∫（α）∈Ls（9π＊（α）），亀亀α∈z41

　　　か≦五諭；　．，、、
を満たす可積分写像∫渦→ρの存在が導かれる．さらに，弱需要集合関

係z）”：グ×EX蹴→9の上半連続性を用いて1（p，∫）・が実は経済彦の

弱ワノレラス均衡となること鋸郷示さむる・こ璽．鮮氷対して補脚

の証明における議論を適用し

（3）P∈ps。1　　柔　　’畠“　　　　一’岬

（4）か〒五吻．、　　．

り成享が確課される・　　　，．、

　牢理1り記明と全を同様餐，．（1）を押い各翫，に対し有限軽舜9筏の．

配分み：轟→9と写像gπ沼πサ蹴を定める，そうすると各あについ

て定理の［1］が成立する．また，（3）よりsupπ娠＜ooだからt、δ1『

2sup・転餐章1†1ざ・璽理．手ρ誰論より

　（5）IIΣ側．み（α）一8η（α）II。。≦Σ酬．脇（α）一θ箆（ω）lm

　　　　　　　　　　　　　≦δ＊娠。、遭－　｝　’』一へ　賀
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が成立する．よって，定理の［3］が成り立っ．

　最後に［2］の成立を示そう，（謬π）儲の初期保有皐分布は漸導拡教的だ

から，有限経済彦πにおける選好・初期保有量分布翫の極限分布μは

弱拡散的初期保有量分布を勲そこで・各両およ伽の彫×班

の周辺分布（消費集合・初期保有量分布）をμ．，x，，およぴμ瓦，と書き，

それぞれ完備化を怖，瓦，および愈，，と表現することヒしよう．また，、

任意のg∈PS。について，謬×9の部分集合

　　　　　　　　Sq＝＝｛（Xゆ）∈孝Xgl9・の∈Jq（X）｝

’を定義すれば，S¢は普遍可測集合である（命題5・3を参照せよ）。．ところ

で，μBはμに弱収束するから，周辺分布μπ，z，8もμ－，6に弱収束する。

・μの誘導する条件付き富分布は，各g∈拭ギにおいてμπほとんどいた

るところアトムレスだから，可測写像”q：彫×9→彫XRを（瓦罐）卜→

〈況9．・¢）とすれぱ，

　　　　　　　　　　〆x，e（S¢）＝俄e。”ゴ1（」α）

　　　　　　　　　　　　　　＝盈，⑳。（Jq）

　　　　　　　　　　　　　　＝0

が定理2L1の証明中の議論同様に導かれる。よって，任意のg∈PS。に

ついて

　　　　　　　　　　怖，ヱ，¢（S¢）→肉，6（Sα）＝0

である．特に，各肌＝1，2，…に対し

　　　　　　　　　　　　μπ，－，e（Sp鴨）→0

となる．したがって，対角線論法により

　（6）．擁，ヱ，c（S，．）→0

を得る。ところが（況ω）隼S曾ならば

　　　　　　　　D（民＞，9切，9）＝1）ω（瓦＞，9・記，9）

だから（定理19．1の証明中の（4）を参照），上記の（6）は定理の［2］を
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意味する．これで証明が完了した．■

注2　上記定理2において，所与の有限経済列における初期保有量ベク

トルが一様に有界ならぱ，［3］が示す配分あの漸近的フィージビリティ

ーの収束スピードは0（1／＃轟）となる．（5）において嬉．が一様に有界

となるからである．

文献に関する歴史的ノート

　現在，一般均衡モデルとよばれている（有限）競争経済の最初の数学的定

式化はLeon　Walras（1874）によって与えられ’た．この理論モデルの意

図は，個々の構成員の市場における影響力は無視できるくらいに微小であ

るが，市揚を通して相互に影響を及ぼしあう多数の構成員からなる経済に

おいて，いかなる均衡状態が達成されるのかを理論的に説明することにあ

った．Walras（1874，Lesson7）自身，彼の提示した理論が意味を持つた

めには，彼の理論モデルにおいて均衡解が存在しなければならないことを

認識していた．しかし，彼の議論は，一般均衡体系において決定されるぺ

き経済変数と体系を構成する方程式の数が等しいという事実の指摘にとど

まり，厳密な意味における均衡の決定性の間題は，その後，半世紀以上も

の間研究の対象として明示的に採り上げられる事はなかった．

　1930年代に入って均衡解の存在問題に関する研究が現れ始め，Neisser

（1932），Stackelberg（1933），Zeuthen（1933），Schlesinger（1935）等によ

って存在間題にかかわる幾つかの基本的間題点が認識されるに至った・

　この均衡解の存在間題に関し最初の厳密な定式化と存在証明を与えたの

は，1930年代ウィーンにおいてKarl　Mengerのセミナーに参加していた

A．Wald（1935，1936a，1936b）である．同じセミナーに参加していた

von　Neumam（1937）は，均衡解の存在問題ではないが最適均衡成長径
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路の存在問題を研究し，不動点定理を初めて経済学に持ち込んだ．その後

20年近くが経過し，1950年代に入って本格的な研究が米国における経済

学者を中心に展開した．

　Waldによる定式化の欠点を補い，一般的なWalrasモデルにおいて最

初の存在定理を証明したのは米国においてはArr6w－Debreu（1954）と

McKenzie（1954，1955）である．これらの論文は1952年12月シカゴにお

ける計量経済学会の年次大会（Econometric　Society　Meeting）において

同時に発表された．これらの研究とは独立にほとんど同時期に日本におい

てもNikaido（1956）によって均衡解の存在証明がなされていたようであ

るが，専門誌上の発表は先の論文に比較し2年ほど遅れている．

　以上の論文の他に，Gale（1955），Debreu（1956），K：uhn（1956）等の存

在問題にかかわる諸論文も発表された．1950年代の一連の論文における

存在証明を一般化したのが，McKenzie（1959）とDebreu（1962）である．

　1950年代の「古典的」な存在定理は，有限個の完全分割可能財のみか

らなる財空間を基礎とし，消費集合の凸性および選好関係の凸性，推移性，

完備性等を前提としている．この後者の選好関係の性質については，1970

年代に入ってMas－Cole11（1974）が推移性と完備性は均衡解の存在にとっ

て本質的では無いことを示した．Gale　and　Mas－Colell（1975）およぴSha－

fer　an（i　Sonnenschein（1975a，1975b）はMas－Colell（1974）の証明よ

りも簡素化された理解し易い存在証明を与えている．

　存在証明を含め，有限経済における一般均衡モデルの標準的教科書は

Debreu（1959），Nikaido（1968）およびArrowandHahn（1971）であ

る．しかし，有限経済における均衡解存在証明の展望やその経緯に関して

は，McKenzie（1981）とDebreu（1983）の論文が詳しい．

　本論においては有限次元の財空間を分析の対象としているが，無限次元

の財空間（Mackey位相τ（L。。，L1）を付与されたゐ。。空間）を前提とした
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有限経済の存在証明はBewley（1972）によって与えられている．その後，

Mas－Colell（1975）は，Kを財の特性を表現するコンパクトな距離空間と

し，Kの上で定義される測度全体の集合，o妖K），に弱＊位相を付与した

財空間を考えて，（無限）経済におけるワルラス均衡の存在を証明した，以

上2種類の相異なる財空間をより一層一般的な無限次元の財空間にしよう

という試みが最近のAliPrantis　and　Brown（1983），Flo「enzano（1983），

Jones（1984），Mas－colell（1983）等の論文に見られる．

　がを財空間とし，アトムレス測度空間を経済構成員の空間として持つ

経済における均衡解の存在証明は，Aumann（1966）によって最初に与え

られた．このようなフレームワークにおいては，Liapounovの定理によ

って，選好関係の凸性の仮定が不要となることも指摘され’た．Schmeidler

（1969）はAumannの証明を改良することによって選好関係の完備性を

．仮定しない存在証明を示した．これら両論文における選好関係の単調性

（monotonicity）の要請を局所非飽和性に弱め得ることを示したのはHil一

，denbrand（1970a，1970b）である．

　Mas－Colel1（1977）はアトムレス測度空間を経済構成員の空間として持

つ経済における均衡解の存在証明を，財空間ρが初等的財空間である場

合に拡張した・財空間‘2が初等的であるということは，基本的には純粋

非分割財と完全分割可能財のみからなる財空間に限定することである．本

質的に，財の非分割性や消費集合の非凸性の形状に制約を加えないような

一般均衡モデルはYamazaki（1978」981）によって導入され，均衡解の存

在証明が与えられた．第24節の定理1はYamazaki（1978）によるもので

ある・第25節の定理1，命題2－3，定理4はいずれもYamazaki（1981）

の定理2に依拠しているが，証明のステップには改善が加えられている．

　有限経済におけるコアの決定性に関し，その直接的証明を与えたのは

Scarf．（1967，1971）である．コアに関するScarfの存在証明を無限人のフ
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レームワークに拡張したのはIchiishi　and　Weber（1978）である．彼らは

コアが非空になるための必要・充分条件を示したが，条件の経済学的解釈

・は困難である．第26節の命題2および定理3はKhan　and　Yamazak1

（1981）によるものである．

．岸を財空間とし，凸集合を各構成員の消費集合として持つ経済におい

，て・近似均衡の存在を初めて証明したのはStarr（1969）である，近似均

衡の存在証明において重要な役割を果たしているShapley－Folkmanの定

理（補題9．1参照）も，Starrによって初めて経済学に導入された．Arrow

and　Hahn（1971）はStarrによる近似均衡の存在に関する定理を洗練し

た結果を導いている・これら両者の論文において，，均衡の近似度は選好関

係の非凸性の程度に依存している．この欠点を改善した近似均衡の存在証

明を与えたのはHildenbrand－Schmeidler－Zamir（1973）である．彼らは有

限経済をAumannの連続体表現に置き換えて議論展開するという手法を

用いた．Hildenbrand（1974）は彼らの定理をさらに洗練したものにしてい

る。Khan（1975）は有限経済列における数種類の近似均衡概念を提示し，

それらを体系的に比較している．K：hanの諸定理はHildenbrand－SchmeF

dler－Zamirの定理と類似しているが，後者がSchmeidler（1969）の存在

定理に依拠した証明を与えているのに対し，彼はBrown（1976）の超解

析を用いた存在証明に依拠した手法を用いている．財空間をかとした揚

合の最も一般的な近似均衡の存在証明はAnderson（1982）によって与え

られている．

　財空間ρが非分割財を含む揚合，有限経済における均衡の存在には困

難があることをHenry（1970）が論じている．EDierker（1971）は，52が

純粋非分割財のみからなる揚合を考え，近似均衡の存在を示した．9が初

等的財空間である揚合の近似均衡の存在証明を行ったのはBroome（1976）

である．Khan　and　Rashid（1982）もBroomeと同様に初等的財空間を
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取り上げているが，有限経済列に対する遊似均衡の存在を論じている．

　第27節の定理1は，Anderson（1982）の定理1を修正し，初等的財空

間における近似均衡の存在を示したものである．この形の近似均衡の存在

はKhan　and　Rashid（1982）には含まれていない．定理2はKhan　and

Rashidの定理3を超解析を用いずに標準的解析の手法によって証明した

ものである．漸近拡散性の定義は，彼らの漸近拡散性の定義とは少々異な

っている．
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